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（１０：００） 

議    長  ご起立願います。おはようございます。 

 

議    長  ただいまの出席議員は１５名です。定足数に達していますの

で、平成２７年３月川棚町議会定例会を開会します。これから本日の会議を

開きます。 

 

議    長  日程第１、会議録署名議員の指名を行います。本定例会の会議

録署名議員は、川棚町議会会議規則第１２５条の規定によって、森田宏議員

及び久保田和惠議員を指名いたします。 

 

議    長  次に、日程第２、会期の決定を議題といたします。 

  お諮りします。本定例会の会期は、お手元に配布しております会期日程案

のとおり、本日から３月２０日までの１６日間と決定したいと思いますが、

これに異議ありませんか。 

 

「な  し」の声あり 

 

議    長  異議なしと認めます。したがって、本定例会の会期は、本日か

ら３月２０日までの１６日間と決定をいたしました。なお、議事日程につき

ましてもお手元に配布のとおりであります。 

（１０：０１） 

議    長  次に、日程第３、諸般の報告を行います。 

  去る、１月２５日に平成２７年東京川棚会が開催されましたので、私と副

議長が出席しております。詳しくは、広報かわたな３月号に記載してありま

すので、省略いたします。 

  翌日の２６日には、コバレントマテリアルと日本ハム本社を町長さんと訪

問して、近況報告・意見交換等を行いました。 

  次に、１月３１日に「２０５号（東彼杵道路）建設促進大会」が東彼杵町

で開催され、関係市、町より約６００人が参加され、主催者、来賓の挨拶の

あと、市長・町長のアピール、関係団体、住民を代表して意見発表が行われ
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ました。 

  そして、主に「計画段階評価」の早期着手を求める決議を採択して閉会し

ました。 

  次に、２月１７日に長崎県後期高齢者医療広域連合議会、平成２７年第１

回定例会が長崎市で開催され、平成２６年度の各会計の補正予算、条例の一

部改正６件、平成２７年度各会計予算等を決定し閉会いたしました。 

  次に、２月２６日に第６６回長崎県町村議会議長会定期総会が長崎市で開

催されました。総会に先立ち、自治功労者への表彰伝達が行われ、本議会よ

り、森田宏議員、田﨑一幸議員と私の３名が表彰されました。 

  その後、議事に入り、平成２５年度決算承認と平成２７年度事業計画なら

びに予算の決定と「総会決議」を行っております。 

  その他の諸報告につきましては、お手元に配布した「議長諸報告」が、１

２月定例会以降、私が主に出席した会議であります。 

  また、お手元に配布しておりますとおり、例月出納検査の結果に関する報

告書と平成２６年度定期監査報告書が監査委員から提出をされておりますの

で、ご一読願います。 

  なお、本定例会までに受付処理をしました請願・陳情の類はありませんで

した。以上で、私からの報告を終わります。 

（１０：０４） 

議    長  次に、日程第４、「新年度施策等の説明」を行います。 

  町長から町政運営の所信と新年度予算の概要について、「平成２７年度施

策等に関する町長説明書」を基にした説明の申し出がありましたので、これ

を許可します。 

町    長  皆様おはようございます。本日ここに平成２７年川棚町議会３

月定例会を招集いたしましたところ、議員の皆様方におかれましては、ご健

勝にてご出席を賜り、定刻開会いただきまして、誠にありがとうございます。 

  それでは、平成２７年度の各会計予算を始め、条例の一部改正、その他の

議案をご審議いただくにあたり、町政運営についての所信と新年度施策につ

いての説明を申し上げます。 

  さて、わが国の景気につきましては、２月の月例経済報告においては「景

気は、個人消費などに弱さがみられるが、緩やかな回復基調が続いている。」
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とされております。 

  長崎県内の景気につきましては、日銀長崎支店の発表によると「このとこ

ろ弱めの動きがみられるものの、全体としては緩やかな回復基調を続けてい

る。」とされているほか、昨年１２月の有効求人倍率は、０．８５倍となっ

ており前年同月の０．７８倍から回復の兆しが見えつつあるといわれており、

消費者物価は、前年比＋２％台（消費税率引き上げ分を含む）で推移してい

るといわれております。しかし本町においては、まだまだ景気回復を実感す

るには至っていないように思われます。 

  このような状況の中、国の平成２７年度予算編成は、年末の衆議院議員総

選挙の影響により、例年よりも大きくずれ込み、平成２６年１２月２７日の

臨時閣議において、ようやく平成２７年度予算編成の基本方針を決定し、１

月１４日に政府案が閣議決定されましたので、これを受け、本町の一般会計

等の新年度予算を編成したところでございます。 

  また、平成２６年１２月２７日の臨時閣議において同時に決定いたしまし

た「まち・ひと・しごと創生総合戦略」及び「地方への好循環拡大に向けた

緊急経済対策」に併せ、これに伴う国の補正予算が平成２７年２月６日に成

立したことにより、「地域住民生活等緊急支援のための交付金」が、都道府

県及び市町村に対し交付されることになり、本町においてもこれに対応する

ため、今回提案する平成２６年度一般会計補正予算（第８回）において、「地

域消費喚起・生活支援型」の施策として「プレミアム付き商品券発行事業」

及び「多子世帯支援事業」を、また「地方創生先行型」の施策として「川棚

町総合戦略策定事業」ほか４つの事業を組みたて、予算編成を行った次第で

あります。 

  これらの「地域住民生活等緊急支援のための交付金」に基づく事業は、平

成２６年度補正予算に計上することが必須であったことから、今回の補正予

算において、対応したものでありますが、事業そのものは平成２７年度にお

いて取組むこととなるものでございます。 

  さて、本町の平成２７年度の予算編成にあたりましては、主要財源である

地方交付税、臨時財政対策債が前年度を下回る見込みであり、町税収入の伸

びも微増にとどまるという状況の中、農林水産業費、消防費の増加や、国の

公共工事に対する積極的な施策の展開を受け、すでに着手している町道東臨
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港線整備事業、町道上組西部線整備事業、三越漁港整備事業、基幹農道川棚

西部地区などは継続して実施する必要があることから、多額の財源不足が生

じましたので、やむを得ず基金繰入金により対応しているところでございま

す。したがいまして、平成２６年度に引き続き大変厳しい予算編成となって

おります。 

  新年度におきましても、新たな町づくりの指針を定めた第５次川棚町総合

計画に沿って、まちづくりの将来像である「自然を愛し、くらし輝くまち」

の実現を目指し、「あなたが主役の町政を！」のスローガンのもと、町民の

皆様のご意見やご要望をお聞きしながら、各分野における具体的施策を積極

的に展開していく所存でございます。 

  それでは、主な施策について、川棚町総合計画の５つの基本理念に沿って

ご説明を申し上げます。 

  １、健やかで安心して暮らせるまちづくり。 

  福祉環境につきましては、引き続き各地区における「地域見守りネットワ

ーク」体制の整備を図るため、援助を必要とする方々に対し、災害等発生時

に適切な支援が行えるよう、自主防災組織の育成と合わせて、平常時からの

支援体制の充実に努め、安全で安心して暮らせるまちづくりを推進してまい

ります。 

  障害者福祉につきましては、平成２５年４月１日から施行された「障害者

総合支援法」の理念である地域社会における共生の実現に向けて、各種障害

福祉サービスを提供するとともに、受給者数・受給件数の増加に対応するた

め、障害福祉サービスにかかる給付費を増額計上し、支援の充実を図ること

といたしております。 

  子育て支援の充実につきましては、平成２７年度からスタートする「子ど

も・子育て支援新制度」において、本町で予定されている２つの「認定こど

も園」について、スムーズに新制度移行ができるよう対応してまいりたいと

考えております。 

  また、民間保育所施設整備が計画されておりますので、保育施設整備にか

かる支援策として、国、県の措置に合わせて、本町においても補助金を計上

いたしております。保育所の第二子無料化制度と乳幼児のおむつ処理用ごみ

袋無償配布の施策についても継続をしてまいります。 
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  保健・医療環境の充実につきましては、住民の健康増進を願い、特定健康

診査、特定保健指導で生活習慣病を予防し、がん検診等各種検診事業におい

て疾病の早期発見、早期治療に結びつけるとともに、各種予防接種事業等に

取組んでまいります。 

  平成２７年度からの新たな取組みとして、子どもたちの虫歯の低減を図る

とともに、将来的な虫歯のリスクを低下させることを目的として、町内小学

校及び保育園、幼稚園と連携し、「フッ化物洗口推進事業」を開始すること

といたしております。 

  また、第三子以降の出生に対する「出産祝金制度」につきましても、支援

制度の充実を行うこととしております。なお、国民健康保険事業、介護保険

事業につきましても、これまで同様、安定的な運営に努めてまいります。 

  また、地域福祉、高齢者福祉、障害者福祉の充実に努め、高齢者や障害を

もった方々が生きがいを持って暮らせるまちづくりに努めてまいります。 

  ２、快適で安全な暮らしを支えるまちづくり。 

  交通、情報ネットワークの整備につきましては、幹線道路や生活道路の整

備が重要であり、町道東臨港線並びに町道上組西部線の歩道設置工事につき

ましては、引き続き、社会資本整備総合交付金を活用し実施することといた

しております。 

  また、地域高規格道路「東彼杵道路」の建設の実現に向けて、関係市町と

連携を図りながら要望活動を行ってまいります。 

  平成２５年度から、高齢者にやさしいまちづくりの一環として創設いたし

ました「活きいきタクシー助成制度」につきましても、引き続き地域公共交

通の施策の一環として実施してまいります。 

  快適で住み良い環境づくりには、上下水道の整備が不可欠であります。木

場地区簡易水道におきましては、平成２７年４月１日をもって上水道に経営

統合することにしており、それに合わせて、今回、特別会計設置条例の改正

を行い「川棚町簡易水道事業特別会計」を廃止することといたしております。 

  平成２６年度をもって事業完了を予定しておりました上水道における「第

７次拡張事業山道浄水場整備事業」につきましては、諸般の事情により、平

成２７年度への事業繰り越しとなる見込みでありますが、浄水場の整備は安

全でおいしい水の安定供給に不可欠なものであり、工事の万全な施工に努め
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てまいります。 

  公共下水道の整備につきましては、事業認可区域の東小串地区の一部にお

いて、汚水管渠工事を進めてまいります。 

  また、川棚港環境整備事業につきましては、平成２７年度も引き続き県営

事業として予算化されておりますので、その分の県営事業負担金を計上いた

しております。これにつきましては、町民の皆様に喜んで利用していただけ

るようなスポーツ施設の整備を進めてもらえるよう、これまで以上に県に要

望してまいりたいと考えております。 

  安全・安心の確保につきましては、農村災害対策整備事業として緊急避難

路整備（上組郷棚尾線）、尻無川排水路整備等の工事を実施することといた

しております。 

  非常備消防において、消防団の装備品として新基準の活動服への更新を図

るとともに、従来の長靴を半長靴に更新することにより、消防団員の安全と

機能性の向上を図ることといたしております。 

  町内の環境整備につきましては、各地区からたくさんのご要望をいただい

ております。財政状況が厳しいなかですべてに対応することはできませんが、

特に安全面の改善を最優先として取組んでいくことといたしております。 

  ３、豊かな人間性、魅力ある生活文化を育むまちづくり。 

  豊かな人間性、魅力ある生活文化を育むまちづくりにつきましては、学校

教育や社会教育の充実を図り、スポーツ・レクリエーション活動の振興に努

めてまいります。 

  学校教育においては、従来から実施しているスーパーバイザーの活用によ

る学校活性化事業、サポートティーチャー及び特別支援教育支援員の配置に

ついて継続するとともに、対象児童・生徒の増加に対応した人員配置を行い、

一人ひとりの障害や適性に応じたきめ細かな学習指導を行ってまいります。 

  また、小学校における４年に１回の教科書改訂に対応するため、それに伴

う指導書等を確保し、教職員の資質の向上を図ってまいります。 

  学校施設等の整備につきましては、三小学校及び中学校の教育用コンピュ

ーター機器のリース契約満了に伴う機器の更新にあたり、生徒用コンピュー

ターについてタブレット型端末の導入を行い、ＩＣＴを活用した教育をさら

に充実させてまいります。 
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  社会教育施設等の整備として、公会堂における音響設備（スピーカー）の

更新を行うほか、勤労者体育センターの老朽化した高圧受電設備の改修を行

います。 

  学校給食に関しては、学校給食センターの調理業務について、平成２７年

度から民間委託を行うこととしており、そのための経費を計上しております。 

  また、今まで文化財保護事業として進めてきた片島魚雷発射試験場跡地に

ついては、今後は都市公園「片島公園」として整備を行うこととし、８款土

木費の中における公園整備費として計上し、教育委員会と建設課で連携して

取り組んでまいります。 

  ４、活力とにぎわいのあるまちづくり。 

  活力とにぎわいのあるまちづくりにつきましては、農林水産業、商工業、

観光等のそれぞれの分野において振興を図るよう取り組んでまいります。 

  農林業につきましては、まず農業、農村の有する多面的機能の維持を図り、

担い手農家への農地集積を推進するとともに、平成２６年度から始まった農

地中間管理事業について、農地中間管理機構を中心に農家と連携し、農地集

積、耕作放棄地解消を推進してまいります。 

  肉牛の生産振興と消費拡大についても、「日本一の和牛の産地・川棚町」

を全国へ向けＰＲする物産展への参加や、地元飲食店と連携した「いい肉日

本一フェア」を開催するなど消費拡大に取組んでまいります。 

  また、平成２６年度から本格的な工事が始まった県営事業の基幹農道川棚

西部地区について、平成３０年度完成を目指して、工事実施にかかる地元説

明会等の支援に努めてまいりたいと考えております。 

  水産業の振興につきましては、引き続き、漁村再生交付金を活用して、三

越漁港を整備する計画であり、平成２７年度は片島防波堤整備、片島岸壁整

備、、三越物揚場整備を行っていく予定であります。 

  商工業の振興につきましては、まずは、川棚町の「顔」であり中心である

駅前商店街（栄町商店街）の活性化が重要であると位置づけ、東彼商工会と

連携しながら「１００縁翔店街」などのイベントや、各種事業を支援するこ

とにより、活性化を図ってまいります。 

  観光事業につきましては、本町の観光を大いにＰＲし、観光協会と連携し、

今後の交流人口の拡大につなげていきたいと計画いたしております。 
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  なお、平成２７年度からの新たな取組みとして県の補助及び特別交付税措

置の対象となる「地域おこし協力隊制度」を活用し、地域おこし協力隊員を

募集、採用し、農業分野と観光分野に配置し、地域おこし活動に従事させ、

新たな展開を図りたいと計画をいたしております。 

  ５、住民と行政がともに歩むまちづくり。 

  協働のまちづくりを推進するためには、住民と行政との情報、意識の共有

化を図ることが重要であり、地区や団体の要請を受け、協働のまちづくり懇

談会を実施してまいりましたが、今後も地区や団体の要請に応じて開催して

まいる所存であります。 

  また、町内の団体が自らの企画提案により行うまちづくり活動についての

支援事業を新たに創設することといたしております。 

  平成２３年度に策定した第５次川棚町総合計画において定めた前期基本計

画の計画期間が、平成２７年度までで終了することに伴い、これに続く平成

２８年度から平成３２年度までの５年間についての後期基本計画を策定いた

しますので、これに必要な経費を計上しております。 

  後期基本計画の策定にあたっては、前期基本計画において設定した目標値

の達成度等を検証するとともに、社会情勢の変化を見極めながら、また、平

成２７年度中に策定する地方創生に係る「川棚町総合戦略」と歩調を合わせ

つつ、これからのまちづくりの目標となる計画を策定してまいります。 

  なお、「まち・ひと・しごと創生」、商工、観光、企業誘致などに対応す

るため、平成２７年度から新たな機構組織として「地域政策課」を設置する

こととし、国体推進室の廃止等と併せて「川棚町課室設置条例の一部を改正

する条例（案）」を提出した次第であります。 

  長年の懸案事項であります「石木ダム建設」につきましては、町政の最重

要課題の一つとして、これまで取組んできております。 

  平成２５年９月６日に、石木ダム事業の必要性や公益性について、改めて

認められたことにより、国の事業認定の告示がなされました。 

  その告示から裁決申請期限まで限られた期間の中、反対地権者の方々の理

解を求めるために、長崎県知事、佐世保市長とともに三者での戸別訪問及び

川原公民館を訪問しましたが、事業計画の質問のみに終始し、地権者の皆様

方との十分な話し合いができず、ご理解をいただくことはできませんでした。 



- 12 - 

  そこで、起業者において期限までには、話し合いで解決ができないと判断

され、平成２６年８月２６日の三者会議の場で、やむを得ず裁決申請を行う

ことが決定されたところであります。 

  その後、同年９月５日に収用委員会に対し裁決申請が提出され、現在、審

理が行われている状況であります。 

  また、県道付け替え道路の工事につきましても、通行妨害禁止の仮処分の

審尋が行われており、その結果を待つ状況にあります。 

  そのような状況でありますが、川棚川下流域にお住いの多くの町民の皆様

方が安全で安心して暮らせるために、ぜひ、任意解決の道を選んでいただき

たく、地元町長として努力してまいる所存であります。 

  続きまして、平成２７年度予算と具体的施策等についてご説明いたします。 

  平成２７年度予算の概要でありますが、一般会計におきましては、前年度

比０．２％減の総額５７億４,８００万円といたしております。 

  まず、歳入でありますが、町税では、税収の大半を占める町民税及び固定

資産税ともに前年度の当初予算額をやや上回る程度の見込みであり、町税全

体として前年度比０．８％の増加、町税総額で１１億５,５００万円弱と見込

んでおります。 

  地方交付税のうち普通交付税は、国の総額において減額方針が示されてお

り、また個別算定経費と包括算定経費の参考伸び率が、市町村分はマイナス

となっていることから、３．４％程度の減収、額にして７,０００万円減の１

９億８,０００万円を見込んでおります。 

  分担金及び負担金は、前年度よりも大幅な減額となっておりますが、これ

は保育所の保育料について、２つの保育園が認定こども園に移行することに

伴い、保育料の収入が各認定こども園の収入になることによるものでありま

す。 

  国庫支出金の減少は、平成２６年度に消費税の引き上げに伴い臨時的な措

置として行われました「臨時福祉給付金」と「子育て世帯臨時特例給付金」

が事業終了となったことが主な要因であります。 

  県支出金の増加の主な要因といたしましては、災害対策整備事業、災害整

備事業費補助金と漁村再生交付金事業補助金の増額などにより、前年度より

も１８．６％の増加となっているものであります。 
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  財産収入につきましては、旧白石保育所の跡地について、地元地区からの

要望等があり、売払いの方針について検討を要したため、売払いを保留して

おりましたが、このたび、その方針について一定のめどがつきましたので、

平成２７年度中に売払うこととし、見込まれる収入額を計上しております。 

  なお、町債につきましては、財政上の収入と支出の年度間調整、住民負担

の世代間の公平を確保するための調整を念頭に、原則として交付税措置があ

るものにとどめるよう努めておりますが、消防において、消防・救急無線デ

ジタル化と東消防署建設により平成２７年度の広域消防事務負担金が５,７

００万円余りの増加となったため、消防費の起債によって対応することとい

たしましたので、前年度比５．９％増の４億３,９７０万円を計上いたしてお

ります。 

  続きまして、歳出における具体的な施策につきまして、款ごとに主な事業

を説明いたします。 

  ２款総務費における主な事業としては、６目企画費において、町内の団体

が自らの企画提案により行うまちづくり活動についての支援事業費を新たに

設けたほか、電算関係では、８目電算管理費において、現在、再リースによ

り使用している情報系コンピューターサーバー関連機器について更新を図る

こととし、併せて現在の有線による庁舎内ネットワークの無線化を図る計画

であり、そのための経費を計上しているほか、平成２８年１月に予定されて

いる「社会保障・税番号制度」いわゆるマイナンバー制度の利用開始の対応

に要する経費を計上しております。 

  また、９目「地域づくり事業費」を新たに設け、地方創生関係の経費及び

地域おこし協力隊関係の事業費を計上いたしております。 

  戸籍住民基本台帳費においては、戸籍電算システム機器の更新に要する経

費及びマイナンバー制度の開始に伴う通知カード作成等に要する経費を計上

しております。 

  選挙費関係では、４月に予定されている県議会議員選挙及び町議会議員選

挙に要する経費を計上しております。 

  統計調査費としては、５年に１度の国勢調査に要する経費を計上しており

ます。 

  ３款民生費においては、社会福祉総務費の地域支え合い事業費において、
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地域見守りネットワークの拡大を図るための経費を新たに計上し、障害者福

祉費においては、近年、増加傾向にある各種給付費に対応し、児童福祉費に

おいては、予定されている民間保育所施設整備事業に対応しているほか、新

たにスタートする認定こども園や、子ども子育て支援新制度に対応した予算

編成を行っております。 

  ４款衛生費における主な事業といたしましては、平成２７年度からの新規

事業である「フッ化物洗口推進事業」に要する経費を母子保健事業において

計上しているほか、予防接種事業費においては、昨年１０月から始まった水

痘予防接種・高齢者肺炎球菌予防接種を追加するとともに、各種予防接種の

料金改定に対応しているほか、健康教育費においては、「健康まつり」に要

する経費を計上しております。 

  ６款農林水産事業費においては、「農地・水保全管理支払交付金等事業費」

を「多目的交付金事業費」に名称を改めたほか、３年に１度１１月に開催し

ていた「産業まつり」につきましては、平成２５年度から創設した「かわた

なふるさと感謝祭」に一本化して開催することとし、「特産品販売宣伝促進

事業費」として計上いたしております。 

  農村災害対策整備事業費においては、尻無川排水整備工事と緊急避難路棚

尾線道路改良工事を計画し、それぞれに要する工事費等を計上しております。 

  ７款商工費における主な事業としては、３目観光費において平成２８年度

秋の開催に向けて取り組みが始まる「長崎デスティネーションキャンペーン」

の経費を新たに計上したほか、町の観光情報等をＰＲする観光物産パンフレ

ットを新たに作成するための経費、平成２５年度から開始した「いい肉日本

一フェア」の開催に要する経費、２年に１回全国町村会主催で開催している

「町イチ！村イチ！」事業に要する経費、観光施設整備事業特別会計への繰

出金を計上いたしております。 

  ８款土木費における主な事業としては、２項道路橋梁費においては、町道

東臨港線歩道設置工事、町道上組西部線歩道設置工事を計画しているほか、

川棚医療センター付近の交通渋滞の解消を図るための町道中倉線に係る測量

設計業務を計上しております。 

  ５項都市計画費において、片島魚雷発射試験場跡地について、都市公園「片

島公園」として整備を行うための経費を計上しております。また、６項住宅
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費において、建設後２０年を経過した町営住宅新町団地について、今後、老

朽化した屋根外壁の改修を計画していくために、屋根外壁改修工事設計業務

に要する経費を計上しております。 

  ９款消防費においては、広域消防の消防救急無線デジタル化及び東消防署

建設工事のため、常備消防費における広域消防事務負担金が大幅な増加とな

っております。また、非常備消防費において、消防団員の活動服と長靴を半

長靴に更新するための経費を計上いたしております。 

  １０款教育費の主な事業としては、スーパーバイザー活用による学校活性

化事業、サポートティーチャー及び特別支援教育支援員の配置について対象

児童・生徒の増加に対応した人員配置のための経費を各学校の管理費に計上

いたしております。 

  また、小学校における４年に１回の教科書改訂に対応し、それに伴う指導

書等を購入するための経費を学習教材等充実事業費において計上しておりま

す。 

  三小学校及び中学校の教育用コンピューター機器のリース満了に伴う新機

種への更新に要する経費を各学校の管理費において計上いたしております。 

  町内２つの幼稚園が認定こども園へ移行することにより、幼稚園奨励費補

助金の対象は町外幼稚園だけとなるため、幼稚園費において大きな減額が生

じております。 

  社会教育費の主な事業としては、公会堂の老朽化した音響設備（スピーカ

ー）の更新を行うための経費を公会堂管理費に、勤労者体育センターの老朽

化した高圧受電設備の改修を行うための経費を体育館管理費にそれぞれ計上

いたしております。 

  学校給食共同調理場費においては、学校給食センターの調理業務等を平成

２７年度から民間委託を行うことに伴い、そのための委託料を計上いたして

おります。 

  １２款公債費については、前年度よりも２,８２０万１千円減の５億８,８

８３万１千円となっております。 

  以上が、平成２７年度の主な内容で、一般会計、特別会計及び企業会計の

予算額は別表のとおりであります。 

  なお、今回、同時に提出しております平成２６年度一般会計補正予算（第
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８回）の中の、いわゆる地方創生に関する予算につきましては、第２表「繰

越明許費」に記載しているとおり、すべての事業費を全額平成２７年度に繰

り越すことといたしております。したがいまして、実質的に平成２７年度に

取組む事業でありますので、併せてご説明を申し上げます。 

  冒頭に申し上げましたように、これは、平成２７年２月６日に国の補正予

算が成立したことにより、「地域住民生活等緊急支援のための交付金」が都

道府県及び市町村に対し交付されることとなり、本町においては「地域消費

喚起・生活支援型交付金」といたしまして３,３５７万３千円、「地方創生先

行型」交付金として３,１２０万円、総額６,４７７万３千円の内示があって

いるものです。 

  本町では、これを財源とし「地域消費喚起・生活支援型」事業として、「プ

レミアム商品券発行事業」と多子世帯にはさらにプレミアム割増を行う「多

子世帯支援事業」に取組むことといたしております。 

  そして、「地方創生型」事業としては、「総合戦略策定事業」、「地域お

こし協力隊募集事業」、「婚活支援事業」、「地域保育環境改善事業」、「農

産物加工直売等促進事業」の５つの事業に取組むことといたしております。 

  これらの事業内容につきましては、補正予算の上程の折にご説明いたしま

すが、本町における「地方創生」の最初の取組みとして、よいさきがけとな

るようこれらの事業に全力で取り組んでまいる所存でございます。 

  平成２７年度においては、さらに１兆円の「まち・ひと・しごと創生事業

費」の創設が決定されており、事業の詳細が決まり次第、示されるものと予

想され、地方自治体にとっては、従来の行政手法にとらわれない新たな発想

や創意工夫を求められる、まさに「まち・ひと・しごと創生元年」といった

年になると思われます。 

  こうした大きな変革を求められる平成２７年度になると予想されますが、

町民の皆様の福祉の向上のために、職員と力を合わせて全力で取り組んでま

いりますので、議員各位並びに町民皆様方のご支援、ご協力をお願いいたし

ます。 

  以上で、町政運営についての所信と、平成２７年度予算の概要等について

の説明を終わらせていただきます。 

  次に、本定例会において、ご審議をお願いする案件は、人事案件２件、平
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成２６年度一般会計補正予算（第８回）のほか、６つの特別会計補正予算、

条例制定２件、条例の一部改正１５件、条例の廃止１件、町道の廃止・認定

について２件、一部事務組合規約の変更の件について１件、平成２７年度の

一般会計予算のほか６つの特別会計予算となっており、提案件数は全部で３

７件であります。 

  議案の内容については提案のつど説明いたしますので、ご審議の上、ご決

定くださるようよろしくお願いいたします。 

（１０：４７） 

議    長  これで、新年度施策等の説明を終わります。 

議    長  ここで、しばらく休憩いたします。   

（１０：４８） 

（…休  憩…） 

（１１：００） 

議    長  休憩前に引き続き会議を開きます。 

（１１：００） 

議    長  次に、日程第５、一般質問を行います。本定例会での一般質問

通告者は７人であります。これから通告順にしたがって質問を許可します。

まず、福田徹議員。 

３ 番 福 田        おはようございます。３番、福田徹。本日は２問行います。 

  まず、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」について質問をいたします。 

  国では、昨年１１月に「まち・ひと・しごと創生法」を施行し、１２月２

７日には、「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」と「まち・ひと・しご

と創生総合戦略」を閣議決定しました。また、地方公共団体においては、努

力義務ではありますが、地方人口ビジョン、地方版総合戦略の策定が求めら

れております。加えて、早急な策定と具体的な計画や数値目標が求められて

おります。 

  先日、１月１４日付で石破茂地方創生大臣から、市町村議会議長宛、総合

戦略策定の要請文が送られてきています。その中には、策定時期を遅くとも

平成２７年度中とし、手法としては地方公共団体が主体性を発揮しつつ、様

々な年齢層の住民を始め、産学金労等の関係者の意見を広く聞いて進めるよ

う記載されております。本町では、新たな担当部署を１月に設置し、取りか
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かっていますが、早い自治体では昨年秋から対応を始め、今年の８月から９

月には策定する予定のところもあります。時間がなく、期限が差し迫ってい

ますが、しっかりとした長期ビジョンを立てなくてはなりません。そういっ

た状況でありますので、地方版総合戦略の策定にあたっては、職員はもとよ

り、町民の幅広い意見、様々なアイディアを求めていくべきだと考えます。

そこで、町長の総合戦略策定のスケジュールと手法をお尋ねします。 

  ２問目です。合併浄化槽設置推進について質問をいたします。 

  これまで、ここ１０年の中で多くの同僚議員たちが合併浄化槽、または下

水処理構想について質問をしてきております。そういった中で、私なりの質

問をさせていただきます。 

  本町では、下水道の整備を進めるとともに、合併処理浄化槽の設置補助を

行い、衛生及び環境の改善、向上のために推進をしてきております。このこ

とは大村湾の水質向上にもつながり、今後も合併処理浄化槽の設置を推進し

ていくべきと考えております。そこで、川棚町独自の補助を行うなど、合併

処理浄化槽設置のより一層の推進を図る考えはないでしょうか。また、町単

独の補助を行うには、それなりの財源が必要です。現実は財政上、補助は無

理だとなってくるのでしょうが、浄化槽設置補助の財源にもなるかと思い質

問いたします。 

  一般財源の確保の点で、本町の行政区域に陸域と同様に大村湾の海域を編

入し、地方交付税の算定基礎とする施策が考えられないでしょうか。このこ

とは、先日、大村湾をきれいにする湾沿岸議員連盟、大村湾を囲む５市５町

の議員及び関係する県議会議員で構成されておりますが、その研修会で超閉

鎖水域とされる大村湾の水質向上を目指し活動しておりますが、その研修会

では、海洋政策研究財団の寺島紘士氏が講演をされまして、その中で大村湾

に面する各自治体の行政区域に陸域と同様に海域を編入し、交付税を増やし、

海域の管理を関係市町村で連携し推進してはどうかというようなお話があり

ました。そのような水域を編入した事例として、浜名湖が上げられておりま

した。そこは２０１０年浜名市と湖西市が面しておりまして、２０１０年に

決まっておるようでございます。行政区域に海域を編入するには、関係する

自治体、つまり大村湾に面した５市５町で、その境界線を画定する必要があ

ります。川棚町は、我々議員連盟とは別組織である大村湾に面する市町村で
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構成する大村湾をきれいにする会の一員でもあります。会において連携し、

研究してはどうでしょうか。以上、町長にお聞きします。 

町    長  福田議員から２つの質問をいただきましたので、まず「まち・

ひと・しごと創生総合戦略」についてのご質問にお答えいたします。 

  国においては、少子高齢化の進展に的確に対応し、人口の減少に歯止めを

かけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域に

おいて、住みよい環境を確保し、将来にわたって日本社会を維持していくた

めに、「まち・ひと・しごと創生」に関する施策を総合的に実施することを

目的に、「まち・ひと・しごと創生法」が制定され、この創生に関する目標

や施策に関する基本的な方向などを決定するため、「まち・ひと・しごと創

生総合戦略」が、昨年１２月２７日に閣議決定されたところでございます。 

  市町村においても、この施策を国と一体的に進めるため、地方版総合戦略

を策定することを努力義務としていますが、本町では、すでに「まち・ひと

・しごと創生」を最重要課題と位置づけ、地方創生にかかる施策を実施して

いくために、去る１月１９日に「川棚町まち・ひと・しごと創生本部」を設

置し、総合戦略策定に向けて準備を行っているところでございます。 

  議員お尋ねの策定のスケジュールにつきましては、策定時期を国の平成２

８年度予算から予定されております新型交付金に反映させるため、遅くとも

１１月を目途に策定したいと考えております。しかし、国の総合戦略、そし

て県が策定する地方版総合戦略を勘案して、市町村も作成することになって

おりますので、県の総合戦略の策定時期が、なるべく早期の策定を目指すと

いうことで、未だ未定であるため、策定時期については若干前後する可能性

がございます。このようなことから、策定時期の延伸も考えられますが、な

るべく早く策定し、皆様にご理解いただけるようにしたいと、このように考

えております。策定手法につきましては、今回の補正予算でも総合戦略策定

事業として計上しておりますが、専門的調査の実施経費として住民の意識調

査、地域特性の情報収集や分析など、まずはしっかりと川棚町の現状を把握

し、将来像についても客観的に把握することから始め、「まち・ひと・しご

と創生」に関する関係施策を検討していきたいと、このように考えておりま

す。また、総合戦略に関する意見集約などの事業費として、外部有識者を含

む総合戦略検討委員会の実施などを予定しておりますが、最終的に町民を始



- 20 - 

め、広く産業界、市町村や国の関係行政機関、教育機関、金融機関、労働団

体、メディアの、いわゆる産学官金労言の様々な立場からの意見を参考とし

ながら、広く関係者の意見が反映されるようにしていきたいと、このように

考えております。 

  次に、合併処理浄化槽の設置の推進についてのご質問にお答えいたします。

合併処理浄化槽の設置の推進につきましてお答えしますが、ご質問にありま

すように、本町では昭和６２年４月、生活排水による公共用水域の水質汚濁

を防止することを目的として、川棚町浄化槽設置整備事業費補助金交付要綱

を制定し、国及び県の補助基準に沿って補助金の交付を行っております。近

年、高度処理型として窒素やリンを処理できる機能を持った合併処理浄化槽

が普及しており、高度処理型になった分、設置費用はこれまでの一般型より

も高額になっておりますが、その分を上乗せして補助を行っているところで

あります。最近では、浄化槽本体の価格は、高価なものもありますが、低価

格なものもあり、浄化槽設置者から申請された見積額を見ていますと、現行

の補助金額で浄化槽本体の価格を上回る補助となっているようであります。

したがいまして、国及び県の基準を超えて町独自の補助を行うことは考えて

おりません。 

  今後も現行どおりの補助金交付制度を継続し、環境衛生の改善向上のため、

合併処理浄化槽の設置を推進していく考えであります。 

  次に、財源確保のため、行政区域に陸域と同様に海域を編入し、地方交付

税の算定基礎とする施策が考えられないか。また、大村湾をきれいにする会

において連携し、研究してはどうかとのご提言でございますが、地方交付税

における市町村面積は、国土地理院全国都道府県市町村別面積調べに搭載さ

れた面積となっております。そして、その国土地理院における面積の取り扱

いとして、河川及び湖沼は陸域に含める。河川の河口周辺は海岸線の自然的

な形状にしたがって、河口両端の先端を直線で結んで、陸海の境とするとい

う基準があります。しかし、海については陸域に含めるという基準自体がな

いので、ご指摘があったような行政区域に陸域と同様に海域を編入するとい

うことは無理だろうと判断をしている次第であります。また、大村湾をきれ

いにする会においては、大村湾における水質及び環境保全を図り、大村湾を

きれいにすることを目的とすると規定しておりますので、海域を編入するた
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めに連携、研究することについては、会の推進の直接の目的からすれば、無

理があるのではないかと、このように思います。以上、答弁とさせていただ

きます。 

３ 番 福 田        「まち・ひと・しごとの創生」ということで、本町では１月か

ら担当部署を設けて、４月からは新しい課に移行するということで、取組み

が始まっているのは承知しておりますが、この中で、先ほど、町長の答弁の

中にありました「まち・ひと・しごと創生本部」について、ちょっと説明を

いただけますか。 

町    長  お答えいます。今、要綱を持ってまいりますので、それから答

弁とさせていただきたいと思います。 

  ただいまの福田議員の質問にお答えします。先ほど言いましたように、本

部を設置しておりまして、これにつきましては、創生本部設置要綱に基づい

て設置をいたしております。この要綱をご紹介いたしますけれども、まず第

１条には、地方創生を本町においても積極的に取り組むために「まち・ひと

・しごと創生本部」を設置するといたしております。それから、これは本部

の所掌事務でありますけれども、「まち・ひと・しごと創生」に関する町の

施策及び計画に関すること。それから情報の収集及び共有に関すること。そ

れから調査分析に関すること。戦略の策定及び推進に関すること。それから

国、県への提言等に関すること。その他といたしております。そして、組織

は本部長が町長で、副本部長が副町長、教育長、それから本部員を各課長、

室長といたしております。そしてこの創生本部の協議の中で、計画を策定し

ていこうと、そういった方針でいるところであります。 

３ 番 福 田        組織の中で町長がトップに立っておられるということで、私は

町長の意気込みも確かなものだろうというふうに、これが普通で言いますと

副町長であったりすれば、ちょっと町長がトップにやられればというふうな

ことを考えておりました。町長がトップに立ってやられるということで、ス

ピードもかなりアップするんじゃないかなと期待するところであります。そ

の創生本部がこれから推進していくわけですけれども、策定とかですね、そ

の開催の頻度といいますか、どういうふうな取組みの日程じゃないですけど、

そういうふうな会合を開くとか、そういったのはどういうふうなおつもりな

んでしょうか。 
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町    長  お答えします。まずあの、この地域創生につきましては、冒頭

申し上げましたように、国の総合戦略、それに基づいて長崎の総合戦略が策

定される予定でございます。そういった総合戦略を見ながら一緒に取組んで

いくという姿勢を持たなければいけませんので、まずは、県の総合戦略の策

定があってから最終的には町の総合戦略を作るということでありますので、

現時点では情報の収集に努めているところであります。 

３ 番 福 田        情報の収集ということですけれども、先ほどの町長の２７年度

施策に関する説明の中で、１３ページにありました。この中に今、答弁があ

りましたように、事業の主体が決まり次第、示されるものと予想され、それ

を待って具体的な検討がされるのではないかと思うんですけれども、先ほど

私が登壇した時にも言いましたけれども、よそではすでにいろんなことが始

まっておって、町独自と言いますか、各自治体の独自性、要するに抱える課

題がいろいろあるかと思うし、また町に合った取り組みが求められるという

ふうなことを石破担当大臣はテレビ等のメディアで常におっしゃっておりま

す。それで、いろんな町が取り組むべき課題等についてのとりまとめを先に

しておかないと、国、県が示してきたものの中から、今の町長の表現だと、

その中からチョイスするよな感じに受け止めるんですけれどもどうなんでし

ょうか。 

町    長  お答えいたします。まず、今本部を作っておりますけれども、

これにかかる事業予算というのはまったくないわけですね。この後、補正予

算を提案いたしますけれども、その決定を待ってこの地方創生に関する事業

費が決定されるということになります。したがいまして、現在の本部の役割

というのは、今言いましたように、そういった国の動き、あるいは県の動き

を、まずは情報収集をするということであると思います。そして、補正予算

を決定していただければ、先行型あるいは消費型、消費喚起型、そういった

事業につきましては繰り越しをして取り組むことになりますので、そういっ

た具体的なことについての議論等も、この本部で協議をしていって、そして

有効な事業にするということになるのではないかと、このように思っており

ます。 

３ 番 福 田        重ねてお聞きしますが、１月に担当部署を作られまして、県と

協議がされたんだろうと思うんですけれども、何回ほどされたのか、またそ
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の協議の内容はどの程度のレベルのものだったのかお聞きしたいと思いま

す。 

町    長  お答えします。まだ県との協議というよりも、県が主催する説

明会、あるいは国が主催する説明会等に出席をいたしております。これにつ

いては担当課の方で答えさせますので、よろしくお願いいたします。 

企画財政課長  県との協議というご質問ですが、県との協議はですね、年が明

けて１月１３日に、地方創生関係の担当課長会議というものがありまして、

私が出席をいたしております。１月２９日に全国のいくつかのブロックに分

けて、国からの説明会があっておりまして、これにはですね、兼務辞令が出

ております吉永参事が出席をして説明会を聞いております。その後はですね、

県との会議自体があっておりませんので、今後、予定としましては、３月中

にですね、１月１３日が第１回目の会議で、３月中に第２回目の会議を行う

ということが予定されております。現在、以上のような状況でございます。 

３ 番 福 田        日程的にはまだスタートしたばかりで、県の方としても１回し

か説明会があっていないということで、なかなか今後の見通し、スケジュー

ル等も立てにくいのかなと思うんですけれども、手法についてですね、先ほ

ど町長の方からは、専門的立場からの外部による意識調査、町内の現状、あ

るいはデータ分析というふうなことがありましたけれども、そういう意識調

査とは別にですね、町民の意識調査とは別に、私としては、町民を募ってで

すね、意見を出し合う会議がありますよね。町民を募って、募集とかかけて

ですね、テーブル上でみなさんの意見を出し合う、そういうふうな会合を持

たれてはどうかと思うんですけれども、そういう手法についてはどうでしょ

うか。 

町    長  お答えします。おそらく議員のご質問は、町民の皆さん方の意

見を多く聞く機会を持つべきではないかと、このようなご提言だろうと思い

ます。これにつきましては私もそう思っておりまして、まず住民アンケート

調査をしたいと思っております。これにつきましてはですね、実は、先日ス

クラムミーティングがございまして、今回の地方創生の一番のポイントとい

うのは、人口減少に歯止めをかけると。これにつきましてはですね、子育て

支援が一番だろうと。この子育て支援については、県の説明によりますと、

その町に子育てをできる環境をより作るために、いわゆるシニア層のそうい
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った支援体制を作るべきではないかと。ところが川棚町はすでに愛育班とか、

あるいは食改さんとか、そういった子育てを支援しやすい体制づくりが十分

できております。しかし統計を見ますと、合計特殊出生率、長崎県でワース

ト３でございます。もう一つは、２５歳から３５歳までの結婚適齢期の女性

の未婚率、これも第３位でワースト３でございます。そういったことの状況

の中で、何が効果的であるのか、これについてやはり専門的な調査も必要だ

ろうと思っておりまして、そういった諸々の調査をしながら、ある程度でき

あがった時点で住民の皆様方のご意見を聞く、いわゆるパブリックコメント、

そういったものを開催すべきじゃないかとか、あるいは今おっしゃった策定

をする時点において、対策策定会議の中にワーキンググループとしてそうい

った若い人たちの意見を聞くような場を設けるとか、そういったこともこれ

から考えていかなければいけないんじゃないかと思っておりまして、まだ具

体的な方針は定めておりません。以上でございます。 

３ 番 福 田        先ほど、県のスクラムミーティングとおっしゃったんですかね。

そういった中で、人口減少対策の重点項目として子育て支援だと。これは後

程質問されます議員さんの方の方針という方向に入ってくるので確認したい

んですけれども、町もそういうふうな子育て支援というふうな方向性にある

のか。私は横並びでなく、独自に方向性を出した方が、横並びだと確実的で

独自性がなく川棚町の魅力をアピールできない。そういうふうに感じるわけ

ですよね。例えて言えば、「まち・ひと・しごと創生法」に関わってくるＩ

ターン、Ｕターン、Ｊターン、そういったものの中で、人口減少の歯止め、

もちろん子どもが増えるのが一番でしょうけれど、それとまた定住人口を増

やすというふうなことも一つの方法だと思いますので、そこらへんは後でじ

っくり方向性等については創生本部の方で検討していただきたいと思います

が、先ほど、若い人の声を聴くワーキングテーブルですか、そういったこと

も考えられるということでしたので、そういったことに期待しておきたいと

思います。 

  続きまして、合併処理浄化槽についてですけれども、これまでも公設公営

だとか、公共下水道整備区域とかっていうことがありましたけれども、県の

方で下水処理計画の見直しとかっていう話もお聞きしたんですけれども、こ

れはどういうふうな趣旨のもとで町の方に言ってきているのかお分かりでし
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たらお聞きしたいんですけれども。 

町    長  私の方では承知しておりませんので、水道課長から答弁をさせ

ます。 

水 道 課 長        それでは福田議員のご質問にお答えをいたします。 

  現在、長崎県においては、国が示しております平成２６年１月に示した都

道府県構想の見直しに関する要綱によりまして、長崎県において平成２７年

度から見直しに着手をし、平成２８年度に見直しを完了したいというスケジ

ュールで作業を進められているところでございます。この都道府県汚水処理

構想の見直しにつきましては、国が示しておりますアクションプランの策定

を基にということになっております。このアクションプランにつきましては、

中期、長期のプランの策定でありまして、国が今後１０年以内に汚水処理に

未普及の解消を図るべく、概成をしなさいということでございます。それに

向けまして、平成２７年度に県内全市町において、このアクションプランを

策定するということになっております。それを基に２８年度までに見直しを

するということでございます。以上です。 

３ 番 福 田        ちょっと理解できなかったところがあるので確認をしたいんで

すけれども、今ある構想の範囲を変更するというふうな捉え方でよろしいん

でしょうか。 

水 道 課 長        あくまでも汚水処理構想の見直しということでございますの

で、現在の計画についても含めての見直しということでご理解いただきたい

と思います。説明は以上のような趣旨でございます。 

３ 番 福 田        構想の見直しについては、まだ全然ノータッチであるというふ

うに理解しておいてよろしいんでしょうか。 

町 長        通告文とかなり離れたご質問をいただいておりまして、ちょっ

と私も答弁にいささか苦労をいたしております。これについても担当課長に

答弁をさせます。 

水 道 課 長        議員のおっしゃるとおりでございます。 

３ 番 福 田        町長からは通告にないということでしたけれども、私の通告し

た部分の重要な部分でありますので、今後の合併処理浄化槽を今度の下水処

理構想から、区域外の所にですね、今後、ここ１年、２年の間の計画で変わ

ってくるんであれば、浄化槽の設置の補助もちょっと考えなくちゃいけない
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かなと思って質問をしているわけですけれども、どんなでしょうか。 

町    長  お答えいたします。まず、冒頭にお答えしましたように、現時

点では合併処理浄化槽に対する補助制度を変える考えはないと、このように

申し上げておりました。そして今、議員の方からは区域が変更すれば、そう

いった時点によって話がありますけれども、今、下水道事業の進捗状況を見

て見ますと、まだまだ今の区域を全部達成するためには、かなりの年月を要

します。そういったことから、区域の拡大等々については、現時点では判断

できないんじゃないかと、このように思います。したがいまして、ただいま

のご質問については、そのようにご理解いただきたいと思います。 

３ 番 福 田        私が理解したところを確認させていただきたいんですけれど

も、公共下水道整備の区域を整備していくのにも、財政上、ぎりぎりの展開

であるので、拡大して合併処理浄化槽を設置していくことが、変更がないと

いうことでいいんですかね。そういうふうな、拡大するのがないから現状の

補助地区、計画区域外はそのまま進めていくというふうな理解でいいんでし

ょうか。 

町    長  下水道区域の拡大についてのご質問だと思うんですけれども、

これについては今言いましたように、かなりの財政負担が生じておりますの

で、現在の処理区域を完全に工事ができるまでには、まだ時間がかかります

ので、現時点で区域の拡大について議論をすることについては控えさせてい

ただきます。以上でございます。 

３ 番 福 田        海域の編入については海であるのでできないというふうなこと

でありましたけれども、竹富島というのがありまして、そこは当然、海しか

ないんですけれども、サンゴ礁に囲まれております。そこはサンゴ礁までを

管理すると言いますか、自然を守って、要するに町おこしとかにつなげてい

るんだろうと思うんですけれども、そういうところで申請もされております。

そういうふうに海だからできないんじゃなくて、５市５町ありますので、そ

ういったところで提案されて研究をされてはどうかと思います。私もそうい

うふうな法律的なことも、自治法とか見たら編入できないこともないのでは

ないかと思っておりますので、ぜひ提案をしていただきたいと思います。 

町    長  お答えします。議員は大村湾をきれいにする会の活動の財源に

もなるということでご提案なさったと思うわけでありますが、そういった趣
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旨からすれば、そういった行動を起こすべきではないかというふうに私も思

います。と言いますのは、その行動については、大村湾をきれいにする会は

もちろん目的が違いますので、そうではなくて、ここは長崎県の面積に入っ

ておりません。したがいまして、県と湾岸市町村が一体となって取り組むべ

き事項ではないかと思いますので、今後、開催されますスクラムミーティン

グにおいて、私の方から提案をしてみたいと、このように考えております。

いずれにいたしましても、こういった運動を通じて、いわゆる交付税法の改

定をしていただいて、そして陸域に編入していただき、交付税の対象にして

もらうということだろうと思いますので、そういった努力はしてみたいと思

います。以上でございます。 

３ 番 福 田        終わります。 

（１１：４５） 

（１１：４６） 

議    長  次に、久保田和惠議員。 

１４番久保田  １４番、久保田和惠です。通告文にしたがって３つの質問を行

います。 

  第１に石木ダム建設問題について尋ねます。長崎県は、昨年９月５日、石

木ダム建設のための迂回道路に必要な用地についての土地の収用裁決申請に

踏み切りました。そして、収用裁決申請を行った用地以外については、収用

手続きを保留していましたが、ダム本体工事に必要な区域の保留を解除し、

１１月２５日、収用裁決申請に向けた手続きを開始しました。今回の保留解

除対象地約３万㎡には、４世帯の住民の方の家屋も含まれております。建設

予定地に住む１３世帯、約６０人の意志は微動だにしておりません。それは

石木川の恵みを誰よりも知っているからです。虚空蔵が育んだ清流は、里山

に豊かな収穫をもたらし、川魚やホタルなど、多くの生き物を育みます。石

木川は、夏は子どもたちが泳いだり潜ったりする貴重な遊び場になっていま

す。お金には変えられない心豊かな生活がここにはあります。幾世代にわた

って培われてきた豊かな絆があります。この豊かさを守り、次の世代に手渡

したいと考える人々が今もここで暮らしているのです。石木ダム建設計画を

これ以上進めることは、自然と地域を破壊し、県や佐世保市の財政を圧迫す

るだけです。残すべきは借金ではなく豊かな自然です。守るべきは権利では
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なく、人々の暮らしです。 

  町長は、できれば強制収用は避けてほしい。そしてまた、これからも話し

合いでの解決を望んでいることに変わりはないという考えを示されました。

これからもその考えに変わりはないか尋ねます。また、財団法人石木ダム対

策地域振興基金が解散しており、出捐金の返還を求める考えはないか尋ねま

す。 

  第２に石木川沿いにある戦争遺構の整備について尋ねます。町内には、石

木川に沿って川棚海軍工廠石木地下工場跡があります。太平洋戦争が激化し

た１９４４年、航空魚雷を生産するために工場として造られ、中学生や女学

生まで動員され、２４時間交代で稼働していたと記されています。安全柵が

設置されているのは、１から８ある豪の中で、１、２、４の３つの豪のみ、

残りの５つの豪については対策も取られず放置されたままの状態です。住民

が安心して生活できる環境に整備する考えはないか尋ねます。 

  第３に、教育長にお尋ねします。学校給食センターの民間委託についてで

す。 

  １つ目、調理業務の民間委託について、調理業務の委託先が選定されまし

た。学校給食法は、第１条で、学校給食の目的を児童及び生徒の心身の健全

な発達に資し、かつ国民の食生活の改善に寄与するものとし、第２条では、

教育の目的を実現するために、関係者に対し種々の配慮を義務付けています。

学校給食の調理業務を民間営利企業に委託することは、この教育目的を大き

く損ねるものであります。しかし本町は、保護者に十分な説明と理解を得な

いままに、業者を選定しました。行政改革は民でできるものは民で行い、経

費の削減に結び付けようとするものですが、学校給食法という教育を民間に

丸投げしてよいのでしょうか。私はずっと反対をしてきましたし、今でも民

間委託すべきではないと思っています。学校給食法は、義務教育諸学校設置

者から自らの責任において、学校給食を実施することを義務付けています。

すなわち、学校給食法第４条は、義務教育諸学校の設置者は、当該義務教育

諸学校において学校給食を実施されるよう努めなければならないとしており

ます。さらに、２００８年には、学校給食法第８条、学校給食実施基準、第

９条、学校給食衛生管理基準が新たに定められ、学校設置者は、この基準に

照らして、適切な学校給食に努めなければならないと改正されました。当時
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の川端文部科学大臣は、効率化を求めるために食育は犠牲に強いられること

はあってはならない。また、学校給食本来の目的、果たすべき役割を損ねて

まで合理化をするのは本末転倒と答弁しています。給食の調理業務を営利業

者に丸投げすることによる食育の責任をどう果たすのか見解をお尋ねしま

す。 

  ２つ目、偽装請負の恐れについて尋ねます。委託した業者が町の給食セン

ターにおいて、町所有の機械、機材により調理業務を処理することや栄養職

員が作成した献立を基に設置者が食材を調達し、その食材料で民間調理員が

調理員することなど、これらの問題が偽装請負に抵触することなく、安全で

安心な学校給食が提供できる根拠を尋ねます。 

  ３つ目、配送業務の民間委託について尋ねます。町所有の配送車を使用し

て配送及び回収業務が委託されます。町職員が委託先職員に指揮命令しての

業務処理は偽装請負に抵触します。指揮命令系統はどうなっているのか。ま

た、搬送中事故が発生した場合、どう対処するのか。設置者が災害を被るよ

うになった場合、損害賠償責任はどうなるのかお尋ねします。 

町    長  久保田議員からは、ただいま３点についてご質問いただきまし

たが、２点につきましては私の方からお答えをさせていただきます。 

  まず、石木ダム建設問題についてでございますが、石木ダム建設につきま

しては、川棚町にとりましても川棚川の治水対策として、町政の最重要課題

の一つとして、これまで推進の立場で取組んできたところでございます。 

  反対されている地権者の皆様に対しましては、生まれ育ったふるさとを大

切に思うお気持ちは十分に理解をいたしておりますが、川棚川下流域にお住

いの多くの町民の皆様方が、安全で安心して暮らせるために、ぜひご協力を

お願いしたいと、このように思っております。そのためには、１日でも早く

事業に対しご理解をいただき、話し合いによって解決していただきたいと思

っているところであり、できるだけ強制収用は避けていただきたいと、今で

もこのように思っております。 

  しかし、私が町長に就任したときには、すでに事業認定の手続きが進めら

れており、平成２５年９月６日に事業認定の告示がなされたところでござい

ます。当時、反対されている地権者との話し合いを進展させる手法として、

適切な対応であるとの意見が県市町でまとめられ、４回の住民説明会が開催
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された後、平成２１年１１月９日に起業者が国土交通省九州地方整備局へ事

業認定の申請をされたところであります。そして、平成２５年９月６日に事

業認定の告示がなされ、石木ダム事業の必要性、公益性が公に示されたとこ

ろでもあります。 

  これまでも県は、反対地権者の皆様との任意での交渉を進められ、幾度と

なく事業や事業に対する疑問点について説明をされてきたようであります。

私も昨年４月２１日に知事、佐世保市長と一緒に地権者のお宅を戸別訪問し、

話し合いの機会をいただきたい旨のお願いをし、その後、７月１１日は、現

地の川原公民館を知事、市長とともに訪問することができましたが、事業計

画の質問に終始して、残念ながら反対地権者の皆様と十分な話し合いができ

ませんでした。しかしながら、最近の全国的な洪水の状況を鑑みるに、川棚

町におきましても、いつ何時被災するか予断を許さない状況でありますので、

治水対策は早急に解決しなければならない喫緊の課題であり、石木ダムの早

期建設は行政としての責務であると、このように考えております。また、こ

れまで８割の地権者から苦渋の選択の上ご協力をいただき、８１％の用地を

取得し、事業の進捗率も全体の５２％に達しているということであります。 

  事業認定の告示以降も話し合いによる解決に向けて、起業者は努力を重ね

てこられましたが、裁決申請の期限までには解決することは困難と判断され、

やむを得ず裁決申請が長崎県収用委員会へ提出され、今審理が進められてい

るところであります。 

  このような状況ではありますが、知事は裁決申請後も任意解決に努力して

いく旨の発言をされておりますので、裁決決定がなされる前に、何とか話し

合いでの解決ができないか願っているところであります。強制収用を避ける

道は、反対されている地権者の皆様方が裁決決定前までに話し合いに応じて

いただくこと以外にないのではないかと、このように思います。反対地権者

の皆様方におかれましては、川棚川下流域にお住いの多くの町民の皆様方の

ために、ぜひ任意解決の道を選んでいただきたいと心から願っております。 

  なお、議員からは２つ目の質問で、財団法人石木ダム対策地域振興基金が

解散しており、出捐金の返還を求める考えはないかとのご意見でありますが、

この基金は、関係住民の生活再建とダム周辺地域の振興を図ることを目的と

して、当時、議会のご決定を得て出捐をしておりますが、そのあと、国の公
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益法人制度改革に伴い、現在は精算人会に引き継がれているところでありま

す。今後、反対地権者との話し合いが進み、事業に協力していただくなどの

動きがあれば、当該基金を活用することとなりますので、返還要求すること

は考えておりません。また、出捐金とは、そもそもそのような性格のもので

はありませんので、ご理解を賜りたいと存じます。 

  次に、石木川沿いにある戦争遺構の整備についてのご質問にお答えいたし

ます。今、ご質問の旧海軍工廠石木地下工場跡の防空壕につきましては、担

当課で調査をいたしましたところ、防空壕が全部で１５カ所あり、そのうち

安全柵が設置してあるものが７カ所、土砂等で埋め戻されて入れないものが

４カ所、資材置場に使用されているものが１カ所、入り口が空いているもの

が３カ所でありました。安全柵７カ所の設置につきましては、平成１８年度

に戦争遺構の学習用として、安全に見学ができるよう、フェンスによる坑口

の閉鎖を行っております。入り口が完全に開いているものが３カ所あります

が、１カ所は椎茸の栽培として使用したいという地権者の意向でありました。

この防空壕については、坑口の周りにトタンで囲いをされて入れない状態に

なっておりましたが、平成２６年２月にトタンが町道の方に倒れて、現在、

坑口があらわになってしまったものであり、その後、そのまま放置されてい

るものであります。 

  ２カ所目につきましては、入り口から３０ｍ程度は内側をコンクリートで

補強されて強固な状態でありました。その奥は土砂が崩れて完全にふさがっ

た状態でありましたので、入り口の対策はしてなかったものであります。 

  ３カ所目につきましては、防空壕内に自転車や家電等相当量の品物が置か

れていたため、地権者が使用されているものと判断し、対策を行わなかった

ものであります。いずれも町道梅林線脇の民有地にある防空壕でありますが、

このまま放置しておけば、様々な犯罪の温床になる可能性もありますので、

地権者と協議をして了解をいただくことができれば、坑口にフェンスの設置

と土砂で埋め戻されているものもコンクリートで坑口閉鎖を行うなどの対策

を検討していきたいと、このように思っております。以上、答弁とさせてい

ただきます。 

教 育 長        久保田議員の質問にお答えをします。まず一点目の調理業務の

民間委託についてでございます。 



- 32 - 

  今回の調理業務等の民間委託につきましては、給食業務における、主に調

理業務と配送業務の民間委託でございます。献立作成、食材調達、調理発注、

食材検収、調理物検査、これらにつきましては、給食の安全、安心にかかる

重要な業務でございまして、引き続き給食センターで行います。よって、学

校給食法などに基づき、学校給食を実施することはもとより、給食の安全安

心を確保しながら民間に委託できるものを委託するものでございまして、議

員がおっしゃるような調理業務を民間事業者に丸投げするようなことは絶対

にないと確信をいたしているところでございます。 

  さて、議員がご指摘のとおり、２００８年に学校教育法の大改正がありま

して、法の目的として、学校における食育の推進を明確に位置づけるととも

に、食育の観点から児童生徒に食に関する適切な判断力の涵養、伝統的な食

文化の理解、食を通じた生命、自然を尊重する態度の涵養等を新たに追加充

実をいたしました。本町の学校における食育につきましては、児童生徒が健

全な食生活を自ら営むことができる知識及び態度を養うため、学校給食にお

いて、摂取する食品と健康の保持、増進の関連性についての指導を主に栄養

教諭が行っております。また、栄養教諭は給食において地元食材の使用や、

地元料理を献立に入れるなど、地域の食文化についても児童生徒の理解を図

るよう努めているところでございます。民間委託後も、これまで同様の取り

組みを実施し、学校における食育の推進を進めていくことが食育への責任を

果たすこと。そのように考えているところでございます。 

  続きまして２番の偽装請負の恐れについて答弁をいたします。まず、町所

有の機械、機材により調理業務を処理すること。また設置者が食材を調達し、

その食材で民間調理員が調理することが偽装請負にあたる恐れがあるとのご

指摘でございます。 

  この議員のご指摘は昭和６１年労働省告示第３７号、労働者派遣事業と請

負により行われる事業との区分に関する基準に、請負業者の独立性に関する

所定要件、第２条第２項ハがございます。１番目の要件が、自己の責任と負

担で準備し、調達する機械、設備もしくは機材または材料、もしくは資材に

より業務を処理すること。２番目の要件が、自ら行う企画または自己の有す

る専門的な技術、もしくは経験に基づいて業務を処理することとあり、議員

は最初の要件に抵触するとの指摘でございます。この２つの要件は、どちら
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かを満足すれば請負業者の独立性が確保されているということになります。

今回の調理業務の委託では、学校給食の共同調理場の実務経験を有し、管理

栄養士または栄養士、あるいは調理師の資格を持つ総括責任者と副総括責任

者を置き、調理作業は民間委託業者が作成した調理作業工程表や作業動線表

に基づいて行うことを予定しております。本業務が所定の要件２番目の専門

的な技術、もしくは経験に基づいて行われているということであり、民間委

託業者の独立性は確保されていると解釈され、偽装請負にはあたらないと考

えているところでございます。 

  この件につきましては、平成１６年５月１９日の東京地方裁判所判決にお

いて同様の見解が示されております。また、調理業務を委託しても、安全で

安心な学校給食が提供できる根拠として、次の５つの事項を考えております。 

  一点目は、委託事業者に学校給食の共同調理場の実務経験を有し、管理栄

養士や栄養士、調理師の資格を持つ総括責任者と副総括責任者を配置して、

スムーズな調理業務の実施と高度な安全性を確保すること。 

  二点目は、委託事業者が大量調理施設衛生管理マニュアルや、学校給食衛

生管理の基準に基づいて衛生管理を実施するのはもとより、さらに独自の衛

生管理マニュアルを作成して衛生管理に努めることや、委託事業者による毎

学期ごとの現場の衛生点検や指導、調理員への安全衛生管理教育を徹底する

など、安全管理体制がしっかりしていること。 

  三点目は、安全で安心な食材を町が調達すること。 

  四点目は、献立はこれまでどおり学校栄養教諭が児童生徒の栄養面をしっ

かり考えて作成すること。 

  五点目は、食材の検収を給食センターが行い、調理物の検査、検食を給食

センター、学校栄養教諭、各学校が行うことでございます。 

  さらに、業務委託を予定している民間事業者が受託した平戸市や鹿島市の

給食センターを視察した結果、この業者であれば安全、安心な給食の提供が

できると確信をして民間委託をするものでございます。 

  続きまして、３番の配送業務の民間委託について答弁をいたします。 

  まず、配送業務の指揮命令系統はどうなっているのかということについて

の質問でございますが、給食の配送はあらかじめ決められた時間に到着する

よう、総括業務責任者または総括業務副責任者が運転手に指示をすることに
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なります。また、配送中事故が発生した場合の対処と設置者が損害を被るよ

うになった場合、損害賠償責任はどうなるのかという質問についてでありま

す。もちろん民間事業者が自ら事故等を起こさないよう、安全運転に努めま

すが、もし事故が発生した場合の対処は、委託した業務内での事故であり、

民間委託事業者の責任において適切に対処いたします。また第三者への被害

を与えた場合につきましても民間事業者が加入する保険で対応し、事故によ

り搬送車を損傷した場合は民間事業者が修繕等を行うこととなります。以上

で答弁を終わります。 

１４番久保田  町長から答弁をいただきました。わが国の従来の公共事業はで

すね、全国各地で深刻な環境破壊をもたらしてきているというのはご存じの

ことだと思います。巨額の公共投資がなされたにも関わらず、国民生活の基

盤を整備するものにはなっていない。そして、真に豊かな国民生活を実現す

るものともなっていないというのが現状です。しかし、公共事業はひとたび

計画決定されると、その計画が根本的に見直されたり中止されたりする例も

極めて少ないです。そして、一度動き出したらもう止まらない。しかし、４

年前ですね、多くの尊い命を奪った東日本大震災、そしていまだに収束しな

い福島第一原発事故という惨禍を受けて、日本社会の根本的な変革が叫ばれ

るようになりました。利便性を第一に考え、自然を征服しようという、これ

までの社会の在り方から反省がなされて、多くの国民は自然と共有する社会

を求めています。そして、人との絆が見直され、コミュニティの役割が改め

て大事だということが考え直されるようになりました。 

  私たち日本共産党が昨年行いました町民の方に対するアンケート４,４０

０世帯に対してお配りしたんですが、３７７、約９％の回答がいただけまし

た。先ほど、もうすでにですね、８１％の人たちが賛成されて協力を得られ

たとおっしゃっています。しかし、この町民の方達の中にもダムに対してで

すね、強制収用は反対だと。この方たちは４３．７％、それから自然を壊し

てまで作るべきではない。これが４８．５％、ダムが必要かどうか再検討す

べき、これが４８．５％、そしてあくまでも話し合いで解決すべき３２．１

％、強制収用賛成は、わずか１１．２％でした。この１１．２％強制収用を

してダムを造るべきだという方達も、あくまでも話し合いをすべきだとおっ

しゃっています。このアンケートの結果はですね、１月２１日に町長に直接
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お渡ししたところですが、中身をお読みいただいたかどうかお尋ねします。

そしてどのように感じられたかお尋ねします。 

町    長  お答えします。久保田議員がアンケート調査された内容につき

ましては、わざわざ私の方にお持ちいただきましたので、内容は読んでおり

ます。以上でございます。 

１４番久保田  町民の方たちの意見に対しては、ただ読んだだけでどういうふ

うな感想を持ったということはないんですか。ただ目を通して、ただ読んだ

だけということですか。 

町    長  あのアンケート調査は、久保田議員が調査をされたものである

というふうに理解をしておりまして、いわゆる答えられた数も５００人程度

だったかと記憶をいたしております。４００何十人でしたかね。そういった

ことで、全町民の意向というふうには判断しづらい面がございました。以上

でございます。 

１４番久保田  確かに、私の政治活動としてとりましたし、９％の方達の回答

の中だとおっしゃるとおりです。だけども、町民の方達はですね、やはり議

会と町が推進の立場であるから、なかなか表立って言えないし、先に自分は

反対だということをおおっぴらに言うことができないと。そして、やはり自

分の親戚にも建設業者だったり、お店をしているものだったり、そういうも

のがいれば反対を唱えることがなかなか難しい。だけどもアンケートで答え

てくださったという、あれは貴重な意見でありまして、それをただただ町民

の方達の少数意見だということで片づけられるのは、私もちょっと悲しいな

と思っております。それで、先ほどですね、和解に向けて強制収用まで行か

ないように、なるべく話し合いで、それまでに解決してほしいとおっしゃい

ましたけれども、この裁決手続きの件の概要を見ますと、裁決の前に和解と

あります。町長は和解があり得ると今でもお思いでしょうか。 

町    長  お答えします。先ほどのアンケート調査の件につきましてはで

すね、９％ということでの回答を得たという議員の説明でありましたが、こ

れは町民の少数意見として捉えることができないのかということについて

は、私は久保田議員に寄せられた意見だというふうに理解をいたしておりま

す。 

  それから裁決申請が提出をされまして、審理が行われておりますが、その
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経過の中で和解ということができるのかどうかで、どう考えているかという

質問でございますけれども、今審理の最中であり、それについては答えるこ

とは差し控えたいと思います。できれば、そのような方向に、あるいは裁決

決定がなされる前に話し合いによって解決していただければ一番ありがたい

と、私の立場からはそのように思っております。以上でございます。 

１４番久保田  私も壇上で言いましたけれども、今住んでいらっしゃる方達

が、土地に思いを寄せられる歴史というものはご存じだと思います。ここに

今住んでいらっしゃる方達は、戦時中に軍の施設を造るために、先ほどの２

問目に質問しました防空壕もそうですけれども、戦時中に軍の施設を造るた

めに強制的に国に土地を取り上げられました。そして戦後、この荒れ果てた

土地を農地によみがえらせて愛情を注ぎこんで農業で生計を立て、子どもを

育ててこられ、そして骨を埋めるまでここに住み続けたい。そういう土地だ

からお金には変えられない。だからここからは出ていきたくないとおっしゃ

っています。そして、町長も耳にされたことがあると思います。もし強制収

用、代執行がなされたときには、自分の体を柱に鎖でくくりつけても自分は

反対すると。それからお年を召した方達は、自分が死んでから死骸を踏み越

えてでもよかけんが、それでもやってほしい。そういうふうにおっしゃって

います。この戦後ですね、７０年経って、強制測量からこれまで３３年です

けれども、この半分がダム問題で、ここに住んでいらっしゃる方達は平凡な

生活を送られてないですね。ずっとこういうことで枕を高くして寝れないと

言いますかね、そういうふうな状況で生活をされてこられたと思います。そ

して町長もご存じだと思いますが、３３年前の強制測量の時の状況は覚えて

いらっしゃると思います。子どもたちが学校を休んで反対の阻止行動の中に

入った。それからお年寄りの方達は手に数珠をかけて反対された。そういう

人たちを警備隊は堅い安全靴というんですかね、あれで踏みつけ、ごぼう抜

きにして、そういうふうにして、あそこの測量を強制的に行ったという歴史

があります。先ほど私が話しましたように、ここの土地というのは、国に取

り上げられたり、何度もそういう歴史を繰り返されているわけですよね。そ

れで今、この方達がこの土地を去りたくない。先駆者の人たちがそういう目

に遭って、掘り起こしてきた土地だから、だからここから離れたくないとい

う気持ちが多くあられます。強くあられます。そのことについては町長はど
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のように感じられますか。 

町    長  お答えします。まず、人々がふるさとを思う気持ち、これはみ

なそうであろうと思います。したがいまして、今日も冒頭に申し上げました

ように、ふるさとをお思いになるお気持ちは十分理解をします。しかし一方

では、そういった人たちが８割の方が苦渋の選択をされて、事業に協力して

いただいております。それも受け止めなければいけないと思います。 

  それから行政代執行の話にも触れられましたが、現在の県が進めておりま

す裁決申請手続きとは、この行政代執行は別物でありまして、知事におきま

しても、このことについてはまったく触れられておりません。したがいまし

て、この川棚町議会でそういった議論をすべきではないと、このように思い

ます。 

  それから、久保田議員が以前、憲法第２９条の話をされました。いわゆる

財産権は、これを尊重しなければならない。これは私もそのように思います

し、この憲法は尊重しなければいけないと思っております。ただし、その憲

法の２９条の第３項には、私有財産については、正当な補償のもとにこれを

公共の福祉のために用いることができると、このような規定もございます。

数年前、民主党政権時代に、なるべくダムに頼らない治水対策を講じるべき

ではないかということで検証作業が進められました。それには、私も参加い

たしまして、検証をしてきたわけでございますけれども、そういった検証の

中でも、今現在進められている石木ダム建設が、より効果的だと、経済的だ

というふうな結論が出されております。憲法第２９条の第３項に基づく土地

収用法、これに基づく事業認定の告示がなされています。この石木ダムは公

益性があるということが公に認められております。そういった経過を考えた

ときに、川棚町長といたしましては、ふるさと川棚町のために、この事業は

治水対策として進めていただきたいと、このような立場であります。久保田

議員とは、かなり見解の相違がありますので、なかなか私の言うことについ

てもご理解をいただけないのではないかと思いますが、私はそのように思っ

ております。以上でございます。 

議    長  久保田議員、時間もありませんので、質問は要点を絞って、質

問されて、残りの２問についても通告されていますので、質問されるように

お願いします。 
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１４番久保田  しかしその、事業認定の告示がなされたことによって、粛々と

進められているということでおっしゃいましたけれども、町長も川原の公民

館で、県と市と町と一緒に話されたときに県が認めたように、戦後の洪水は

河川工事が済めば起こり得ないと。今後のああいう洪水は起こりえないとい

うことを県は言いましたし、そのことをお聞きになられたと思います。 

  そしてですね、こないだ、これも私のことだとおっしゃればそうですけど

も、２月１８日に県に申し入れをしました。石木ダム建設について強制収用

につながる手続きをしないことということで申し入れをして、その時に知事

は対応されませんでしたが、河川課長の野口さんが対応されておっしゃった

のは、事業認定の告示がなされれば、もう反対地権者の方達は応じてくださ

るものと思ったと。そういうふうに思っていらっしゃる。自分たちが権力で

かざせばですね、そういうふうに言うことを聞いてくれると思っていたとい

うふうにおっしゃったんですね。そして、推進派の中の人たちにもですね、

１３戸の人たちがいくら反対しても、強制収用という、そういう伝家の宝刀

があるような言い方をなされている。これは町民の方達も、「１３戸の人た

ちが何の悪かことばさしたとやろうかって、あの人たちにそういう言い方を

するというのはひどかばい。」と、そういうふうにおっしゃる方達もいらっ

しゃいます。だから和解はもう、私と町長は大きな隔たりがありますけれど

も、ここに絶対３３年前のことよりも、もっとひどい惨事が起きないように、

私は町長の英断をお願いしたいと思います。 

  出捐金に対しても、１３戸の人たちが移るためのものとしてとっとかなく

ちゃいけないとおっしゃっていますけれども、あの方たちはそういう気持ち

はないということですね。そして、いろんな私たちが計算してみても、佐世

保市が５億、県の５億というのは私たちの税金も含まれていますから私たち

のお金でもあります。佐世保市の５億と川棚町の６千万円ではですね、佐世

保市の人口で割りますと１人２千円、私たちは４千円の拠出になるわけです

よ。川棚町がこれだけ財政が苦しくて、何もやれないんだったらば、あの出

捐金をどうぞ返還してくださるように求めます。そして、やはり県と起業者

がですね、どういうふうに態度がおおちゃくだというのが、町制８０周年記

念の挨拶の中で感じませんでしたでしょうか。衆議院の谷川弥一さんと、そ

れから参議院の金子原二郎さんが挨拶の中で。 
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議    長  久保田議員、質問は簡明に。 

１４番久保田  はい。川棚町の皆さんを前にして推進をよろしくお願いします

と無礼な話だと思いました。石木ダムについては、見解がどこまでいっても

平行線ですので、次の再質問に移りたいと思います。 

  教育長に尋ねます。川端文部大臣はですね、こんなふうにおっしゃってい

るわけです。教育、食育が犠牲を強いられることがあってはならないと。そ

れから学校給食本来の目的、果たすべき役割を損ねてまで合理化するのは本

末転倒だというふうに、これは食育というのは、子どもたちのからだとか、

大事な知育、徳育、体育、それと同じようにですね、食育というのは、食育

基本法があるように、これはやはり教育です。だからこの教育をですね、民

間にやらせるということは、教育を民間がやってもいいと、安全安心な給食

が提供できれば、それで教育は丸投げしたことにはならないとお考えでしょ

うか。 

教 育 長        今の質問に答える前に一点だけ訂正させてください。学校教育

法という言葉を使いましたが、学校給食法の間違いでございますので、訂正

をお願いします。 

  それから今おっしゃいましたけれども、あくまでもこれは法に基づき、文

科省の手続き等を踏んで実施している民間委託でございまして、決して教育

の丸投げとは考えておりません。あくまでも根幹の部分は給食センターが実

施し、作る部分だけを民間に委託しているということで、たぶん私の考え方

とかなり違われるんじゃないかと思いますが、あくまでも丸投げではないと

いうふうに考えておりますし、給食の安全安心を確保できると思っておりま

すし、食育もしっかりと教育できるものと、そのように理解をして推進をし

ているものでございますので、ここはご理解をいただきたい、そのように思

います。 

１４番久保田  やっぱり学校給食というのはですね、先ほどおっしゃったよう

に伝統、地域の食材を使って、地域の伝統ある食べ物を作る。こういうもの

も教育であるからこそできるのであって、これから民間業者がですね、そこ

まで踏み込んではやれないわけですよね。だからそこだったらば、食べるだ

けが給食ではない。給食によって学習することというか、そういうことだと

思うんですよ。 
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教 育 長        もう一度しっかりと確認をしていただきたいと思います。献立

を作るのは、民間業者ではありません。あくまでも栄養教諭が献立を作成い

たします。したがいまして、今までも地域の特色ある料理、献立を作成して

まいりましたし、地域の食材も使ってまいりました。これは今までと変わる

ことはございません。そして、良くなることとして考えられるのは、今まで

栄養教諭は給食センターの調理場に入って調理業務等の指導をしておりまし

たが、これからはそれが必要なくなります。したがいまして、食育へのかか

わる時間は、今までより多くなると考えているところでございます。ここら

あたりは先ほどから申し上げておりますが、民間業者が、あたかも献立表を

作るような印象を受けますので、ここらあたりはしっかりと理解していただ

きたいと思います。もう一回申し上げますが、献立はあくまでも栄養教諭が

作成をいたします。以上です。 

１４番久保田  何度も念を押されなくてもそこのところは分かっております。

だから私はそこで、断絶されてしまうんじゃないかと。献立に専念すれば、

それでいいのかという問題ではないと思うんです。献立を作る人、ではです

ね、私がこないだ給食センターに行ったときに、ちょうど学校からアレルギ

ーの代替食が来ていないということで電話があっておりました。先生からで

すね。 

  ２番目に行きますけれども、そういう問題があったときに、先生からのそ

ういう苦情というか、そういう対応は誰が電話を受けるのか。まとめて言い

ます。先ほどからも食材は町がやるので安心できますと言うけれども、その

町が食材を調達するから、これは偽装請負になるんじゃないですか。 

教 育 長        先ほどから申し上げておりますが、請負偽装には当たらないと

いうことは、これはもうすでに判例が出ていることでございますでご理解い

ただきたいと、そのように思います。 

１４番久保田  先ほども機材とか、技術とか、どちらかがクリアすればいいん

だというふうにおっしゃっていますけれども、町がやることですから、どち

らかが良ければどちらかがそれができるんだという、グレーな状況でのそう

いったことはあってはならないと思います。 

議    長  久保田議員、時間になりましたので。ここで質問は終わりとな

ります。久保田議員、せっかく３問質問されていますので、それぞれ時間配
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分をお考えになりながら、せっかくの機会ですから、議論が十分できるよう

に、今後もご配慮をお願いします。一般質問という内容ですから。 

（１２：３７） 

議    長  ここで、しばらく休憩いたします。 

（１２：３７） 

（…休  憩…） 

（１３：４０） 

議    長  休憩前に引き続き会議を開きます。 

 

議    長  次に、堀田一德議員。 

４ 番 堀 田        議席番号４番、堀田一德です。 

  若い時からの認知症予防対策について質問いたします。２０１４年に発表

された厚生労働白書「健康長寿社会の実現に向けて」では、増加する医療・

介護費用を抑えるためには、日常生活を健康に過ごせる「健康寿命」を延ば

すことが重要とし、健康予防元年を目指せとしています。本町の健康課題は、

１、少子高齢化の進行、２、生活習慣病による医療費が平成２３年度県３位、

３、特定健診の受診率が低く、平成２４年度は県１５位、３７．４％でした。

４、乳児健診の受診率が低い。５、若年層は歯周疾患及び精神病の受診率が

高い。６、高血圧症の受診率が平成２３年度に県２位と高い。７、要援護・

要介護となった原因疾患は生活習慣病が多いということが挙げられておりま

す。健康を維持し、介護の手を借りずに長寿を全うするには、誰もが望むこ

とですが簡単ではありません。若いころから健康づくりに対する意識を高め、

生活習慣病にならないよう一人一人が日常生活の中で努力することが大事と

考えます。そこで、以下の項目について尋ねます。 

  １つ、長野県松本市の若い時からの認知症予防対策事業は、講演会や出前

講座を中心とした啓発事業、食事、運動、健康、仲間の４つのキーワードに

関連した各種対象事業に参加するとポイントがつく脳活ポイントプログラム

事業があります。本町でも、健康づくりに対する意識を高め、生活習慣病予

防などの効果が期待できる脳活ポイントプログラム事業を取り入れる考えは

ないか。 

  ２つ、若い時から認知症に対する正しい理解と予防策の知識が必要と考え
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ます。小中学生を対象にした認知症講座を総合学習の時間で実施できないか

尋ねます。 

町    長  堀田議員の「若い時から認知症予防対策を」の質問にお答えい

たします。 

  今議員からは、２つの質問をいただきましたが、１番目についてのみ私の

方から答弁をさせていただきます。堀田議員のご指摘のとおり、認知症を始

め、生活習慣病を予防することにつきましては、若いときから取り組むこと

が効果的であると思います。今、議員からも述べられましたように、平成２

６年度版の厚生労働白書においては、「一人一人が心豊かに活き活きと過ご

せるようにしていくためには、単に長寿だけでなく、いかに健康で過ごすこ

とのできる期間を長く保つか、すなわち健康寿命の延伸と、それによる健康

長寿社会の実現が今を生きる私たちにとって、最重要課題の一つと言えよう」

と、このように報告されております。また、国の健康日本２１、県の長崎県

健康増進計画、町の川棚町健康増進計画においても、健康寿命の延伸と健康

格差の縮小、生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底などの、５つの基本

的な方向を定め、本町においても様々な健康づくり事業に取組んでいるとこ

ろでございます。そのようなことから、質問１についてでありますが、長野

県松本市で実施されているような脳活ポイントプログラムが取り組めないか

とのご質問でありますが、この事業は、運動、食事、仲間、健康の４つのキ

ーワードに関連した各種対象事業に２０歳以上の市民が参加し、ポイントを

集めて応募すると、抽選で各種記念品が贈呈されるというもので、景品はペ

ア往復航空券、東京ディズニーランド、ディズニーリゾートの招待券、そし

て温泉ペア宿泊券、特産品や協賛店商品等となって、なかなか豪華版のよう

であります。本事業における手法といたしましては、施策の対象を明確化、

動機づけ、連携共同等が図られ、生活習慣病を改善するうえでの認知症予防

として効果的な事業ではないかと、このように思われます。 

  本町においても、何らかのポイント制の事業を創設し、取組むこととした

場合、人口規模や協賛、協力をしていただく事業所、団体数、対象となる年

齢層や事業など、様々な問題があり、川棚町の地域特性や特徴をいかした事

業の展開が必要と考えますので、先進地や他の自治体を参考にしながら、こ

のような事業が取組めないか、今後、研究していきたいと考えております。



- 43 - 

なお、ポイント制ではありませんが、包括支援センターや介護保険班で取組

んでいるｉＰａｄを活用した脳若塾や認知症サポーター養成講座、スクエア

ステップ講習会などの地域支援事業、健康増進係や国保年金係で取組んでい

るウォーキング教室や、各種イベントにおける健康相談など、町民の健康づ

くりを目的とした事業を取組んでおりますが、今後も継続して取組んでまい

る所存であります。以上、答弁とさせていただきます。 

教 育 長        堀田議員の２番目の質問にお答えをいたします。 

  議員のおっしゃるとおり、高齢化が進展する中で子どもたちが高齢者につ

いて正しく理解し、思いやりの心を持って接する態度や能力を養うことは、

社会の諸課題を解決する力を育むうえでも非常に大切なことである、そのよ

うに認識をいたしております。総合的な学習の時間につきましては、学習指

導要領に基づき、各小中学校において、目標及び内容を定め、児童生徒の探

究心や主体性を育む学習を行うこととなっております。したがいまして、教

育委員会が総合的な学習の時間の内容について指示をするということは適切

ではない。そのように考えております。よって、教育委員会としましては、

認知症講座を作って、総合的な学習の時間で実施する考えはありません。し

かしながら、地域包括支援センターなどの協力で、認知症に関する学習が可

能であると思われますので、そのことを各小中学校に周知することは可能と

考えております。なお、認知症に関する学習を総合的な学習の時間で実施す

るかどうかは、あくまでも各小中学校の判断によります。以上で答弁を終わ

ります。 

４ 番 堀 田        今あの、まず１番目の脳活プログラムポイント制度ですけれど

も、運動分野、食事分野、仲間分野、それから健康分野ということで、キー

ワードが松本市では示されております。運動分野にするとスポーツクラブと

かフィットネスクラブですね、それから食事分野にすると農協とか、町内の

飲食店、それから仲間分野にすると社会福祉協議会とか観光協会、あるいは

商工会の事業ですね。それから健康分野では、医師会加入の医療機関とか、

町民の公開講座、あるいは各行政課で行う公民館の事業とか、各課で行う事

業ですね、公民館の事業、それから図書館利用者へのポイント、そういった

ものが挙げられるわけですね。これをもし先ほどの話で、商品までというこ

とになっておりますけれど、これはあくまでも景品の場合は、呼び水的なも
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のであって、実際、今の現状の健康講座というのは、６５歳以上を対象にし

た健康講座が主なんですね。先ほど町長がおっしゃいました脳若トレーニン

グに関しても、されているんですけれども、６５歳以上を対象にして行われ

ているわけです。現実問題として、若い人のそういった、要するに２０歳か

ら６４歳までの俗にいう若年性認知症ですかね、そういうことに関してのい

ろいろな事業とか、講座というのは、あんまり行われていないわけですね。

このポイント制的なことをずっと行うことによって、そういう若い人が生活

習慣病とか、そういったものに関する、あるいは認知症に関することを少し

でも分かってもらえればということで提案をしたわけですね。それであの、

こういったポイントというのは、そういったところで講習会、あるいは飲食

店に行ったら１ポイント、あるいは２ポイントぐらいだけを応募はがきに貼

って、自分の健康目標を貼って、それから役場なら役場で半年分なら半年分、

１年分なら１年分を集めて、そこで抽選をして景品をあげるというわけです

ね。だから一つの町内活性化の試みになるんじゃないかと思うんですね。だ

から、やっぱり先ほど言いましたように、今のことはほとんど高齢者を対象

にした事業なんですね。やっぱりまだ若い層の方は、認知症とか、生活習慣

病に対しての意識が低いと思うんです。だからそういう生活習慣病予防を行

政とか、いっぱい行っておられますけれども、もっと若い層に認知症のこと

をアピールしていくべきではないかと思いますけれどもどうでしょうか。 

町     長  お答えします。今の堀田議員の方からは松本市の例を取り上

げて、川棚町でも取組んでみたらどうかというご質問がありまして、最後に

は若い人に認知症をもっとアピールしなければいけないんじゃないかという

ふうなご指摘もいただきました。まったくそのとおりだと思います。ただ、

今よく他の市町村の例を取り上げて、川棚町でも取組んでみてはどうかとい

うことでご提言をいただくわけでありまして、大変ありがたく思っておりま

す。 

  今回の松本市の認知症予防のための脳活ポイントプログラムにつきまして

は、やはり、その町の背景等ありますので、これから十分川棚町に取り入れ

ることができる事業なのか研究しながら取り組んでまいりたいと、このよう

に思っております。 

  それから、若い人にそういった認識を深めてもらうためには、川棚町とい
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たしましては、やはり特定健診の受診率を上げることがまず重要ではないか

と思っております。特に、病気の早期発見、早期治療、これが一番大事なわ

けでございますので、この受診率を何とか上げることができないか、縷々検

討をしておりますけれども、先ほど、議員がおっしゃったように、なかなか

上昇しないのが現実でございます。松本市の取組んでいる脳活ポイントプロ

グラムにつきましては、先ほども言いましたように、今後、研究して取組ん

でいくことができれば、そのようなことで考えております。 

  この松本市が脳活ポイントプログラムを構築した背景には、実は健康寿命

と平均寿命の差が極端に開いているということも背景にはあるのではないか

と思います。平均寿命につきましては、松本市は男性も女性も日本一であり

ます。しかし、健康寿命となりますと、松本市の場合は女性でかなり落ちて

おります。男性で６位、女性で１７位ということで、そういった差からして、

やはり若い時からこういった予防策をとって、そして健康寿命を長くすべき

ではないかというような取組みであろうと思います。 

  長崎県の場合は、残念ながら平均寿命、それから健康寿命とも下位に低迷

をいたしております。したがいまして、松本市以上にそういった事業につい

ては取組みが必要ではないかと、このように認識をいたしております。以上

でございます。 

４ 番 堀 田        大いに取組んでいただきたいと思います。先ほど若年性認知症

あたりを言いましたけど、今、若年性、要するに若い人にですね、そういっ

たことを知らせるために、この年齢的な層を見ると、やっぱり４０歳から５

０歳の方がそういう病気と言いますかね、そういうことになっていらっしゃ

るそうでございますけれど、やはり家庭の中でも大黒柱の人あたりがですね、

そういうことになったら大変だということで、今こういうふうな取組みをさ

れているんだろうと思いますけれども、若年性認知症支援あたりのハンドブ

ックあたりは作る考えはないんでしょうか。 

町    長  事務的なことでございますので、健康推進課長から答弁をさせ

ます。 

健康推進課長  今のところ若年性認知症に対するハンドブックの作成につい

ては計画はしておりません。以上でございます。 

４ 番 堀 田        分かりました。本来ならば作ってくださいってお願いばせんば



- 46 - 

とでしょうけどね。先ほど、若年者健診の実施がなかなかなされていないと

いうことで、健康増進計画の中では、２４年度ではあってませんよね。目標

として平成３４年にはありというふうに書いてあるわけですよね。健康増進

計画の中にですね。そうすると若年者健診というのは、今から考えていかれ

るのですか。 

町    長  大変申し訳ありませんけれども、もう一度質問をお願いいたし

ます。 

４ 番 堀 田        先ほど、若年者健診をしているけれども、利用者が少ないとい

うような格好で言われましたけれども、平成２４年度分では、一応計画はあ

ったのかどうか知りませんけれども、この健康増進計画の中での目標として

は、なしということで書いてあって、平成３４年度までの間にはありという

ようなことで書いてあります。そういうことで、若年者健診は今からもやっ

ていかれれるのですか。 

町    長  お答えします。議員からは、松本市が実施しております脳活ポ

イントプログラムの事業を取り入れる考えはないかというご質問でありまし

て、それに対しての答えは準備してきたんですが、ただいまの若年層健診利

用者が少ないとか私が言ったと言いましたけど、私が発言したのは、特定健

診の受診率が低い、だからそれに苦慮しているんだという発言はしましたけ

れども、ちょっと質問の意味がよく分かりませんので、もう少し分かりやす

く質問をお願いします。 

４ 番 堀 田        先ほどの話の中で、若年性認知症があるというふうな話をした

と思いますけれども、１８歳から６４歳までの間にそういった病気があるの

か若年性認知症ということだろうと思いますけれども、結局、生活習慣病を

予防する、それから生活習慣病をなくしていって認知症あたりを予防してで

すね、認知症あたりをなくすというふうな話になると思うんですけれども、

若年者健診というのが、今、４０歳からですよね、特定健康診断がですね、

それ以下の方の診察といいますか、健診といいますか、そういうのは町では

行われていないんじゃないかというふうなことで言ったつもりですけど。 

議    長  堀田議員、ちょっと論点を整理された方がいいと思うんですけ

れども、質問の①については、川棚町で対応できるか分からないけれども研

究はしていくという答弁があったと思うんですね。若年者健診という面につ



- 47 - 

いても定義づけというか、そのへんがうまく伝わっていないので議論ができ

ないんだと思うんですけれども、手法論として通告文に基づいての続きとし

て捉えられるのかどうか、私もちょっと聞きながら整理がつきませんので、

もう少し論点を狭めて質問をされてはどうですか。②の項と重なっとらんで

すかね。整理して質問をしてみてください。 

４ 番 堀 田        すいません。通告になかったもんですから、横道にそれてしま

いました。すいませんでした。 

  先ほどの１番目の問題で脳活ポイントに戻りますけれど、先ほど町内、町

長の話では町内にそういったことが、松本市と比べてあまりないんじゃない

かというふうなお話でございましたけれども、やはりポイント制をするとす

ると、今町が行っている健康相談とか、そういったものにもポイントを付け

てですね、それからずっとやって、あるいは観光協会とのタイアップとか、

しおさいの湯にいきいき利用券あたりを使っておりますけれども、そういっ

たものに対してもポイントを付けていくとか、いろんなポイントの方法はあ

ると思うんですね。そういうことでやっていただければと思います。先ほど

の町長の答弁では、研究をしていきたいということですので、今から進めら

れていっていただきたいと思います。 

  それから２番目の教育長の答弁では、総合学習の中では、教育長の立場か

らはできないということでありましたけど、各学校で現在も介護包括センタ

ーからですね、出向かれて、何とかそういった授業はされていると聞いてお

ります。そういう中でですね、ひとつ学校にもよるかもしれませんけれども、

認知症、あるいは生活習慣病の項目をですね、ちょっとでも勉強させてもら

うと一つのそういった講座の中で、一つの事例を通して、町の支援体制を仕

組みを知ったり、それからそれを正しく理解したり、あるいはそれを元手に

家族や地域に伝えていくことで、誰もが安心して暮らせる健康なまちづくり

に進んでいくんじゃないかと思うんですね。そういうことで、年に１回か２

回ですね、高学年が対象だろうと思いますけど、小学校の低学年では無理が

あるんじゃないかと思いますので、高学年とか、あるいは中学校の２年生と

そういったところでお年寄りを呼んだりとかしているとは思うんですけれど

も、そういうことでこれに係わるような講習は考えられませんかね。 

教 育 長        先ほどお答えしたとおり教育委員会がこういった講座を開くと
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いうことについては考えておりません。ただ、今現在、認知症に関する学習

をやっている学校もありますし、あるいは福祉に関する学習を取り入れてい

る学校もございますですね。学校の必要に応じて、こういったものができな

いだろうかという相談があった場合に、教育委員会としてできるだけの協力

は、情報提供とかですね、そういった面についてはやっていく考えはありま

すけれども、あくまでもこれは学校が主体的に考え、そして主体的に目標も

内容も考えていくというのが総合的な学習の時間のありようでありますの

で、例えばですね、不適切じゃないかと考えられるようなことについて指導

はしてまいりますけれども、これを学習しなさいというような性質のもので

はないと、そこはご理解をいただきたいと思います。 

４ 番 堀 田        ありがとうございました。そういうことで、もしそういうこと

ができるようであれば、学校の方に直接でもお願いに行ってしたいと思いま

す。 

  それから先ほど、若い人にそういった生活習慣病の予防あたりをどうにか

できないかということですので、もしそういうことができるようであればで

すね、成人式の日に文書がありますよね、封筒入りのですね。成人者一人一

人に渡しますけど、そういった中に、生活習慣病の予防とか、認知症の予防

とか、そういう冊子みたいなものを入れることはできませんか。 

教 育 長        まず所管事項というのがあるだろうと思いますね。教育委員会

がそういったものを所管しているわけではございませんので、確かに封筒は

準備しています。例えば健康推進課が、これをぜひ入れてくれと、そういう

ことになりましたら教育委員会としては、それに協力をしていくと、そうい

う立場というのはご理解をいただきたいと思います。 

４ 番 堀 田        分かりました。もしそういうことができるようであればですね、

健康推進課あたりからお願いして若い人にもっとアピールをしてくださいと

いうことでお願いをしておきたいと思います。 

  やはり認知症予防、介護予防にしてもですね、若い時からの健康を意識し

てですね、運動とか食生活とか生活改善をしていくことが大事だと思うんで

すよ。若い人も参加できるような意識の啓発をですね、先ほど町長がおっし

ゃいましたけれども、研究をしていっていただければと思います。以上で私

の質問を終わります。 



- 49 - 

（１４：１２） 

議    長  次に、山口隆議員。 

１ ５ 番 山 口        １５番山口でございます。「まち・ひと・しごと創生事業」の

取組みについて三点ほど町長に質問をいたします。 

  少子高齢化に対応し人口の減少に歯止めをかけ、地方の活性化のため「ま

ち・ひと・しごと創生事業」が平成２７年度から５カ年間にわたり実施され

ます。 

  現在、骨格が示されたのみで、国県の具体的な政策が見えない中でありま

すが、おそらく実施にあたっては、各自治体が地方創生に係わる施策を提案

し、実行していくことになるものと思われます。その中でも、特に人口減少

対策、雇用、子育てへの取組み等が求められているのではないかと思われま

す。本町でも、人口減少については、国立社会保障人口問題研究所の推計で

は、２５年後、２０４０年の人口は１万１千人となっており、人口減少対策

並びに少子高齢化対策が特に求められてくるのではないかと思われます。本

町の活性化のため、町民一体となり、「まち・ひと・しごと創生事業」に積

極的に取り組む必要があると思われ、以下の三点について尋ねます。 

  １点目、「まち・ひと・しごと創生事業」に取組む基本的な方針について。 

  ２点目、人口減少対策並びに少子高齢化についての取組み。 

  ３点目、施策の実施には町民の協力が不可欠であると考えられます。町民

の声を聴き、協力を求めるため、官民一体となり「まち・ひと・しごと創生

事業」推進協議会、これは仮称でございますが、こういったものを立ち上げ

る考えはないか。以上、三点について質問いたします。 

町    長  山口議員の「まち・ひと・しごと創生事業」の取組みについて

のご質問にお答えいたします。 

  先ほどの福田議員の一般質問でもお答えをいたしましたが、少子高齢化の

伸展に的確に対応し、人口の減少に歯止めをかけるとともに、東京圏への人

口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確保し、将来に

わたって日本社会を維持していくために、まち・ひと・しごと創生に関する

施策を総合的に実施することを目的に「まち・ひと・しごと創生法」が制定

され、このまち・ひと・しごと創生に関する目標や施策に関する基本方針な

どを決定するため、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」が、昨年１２月２
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７日に閣議決定されたところでございます。 

  市町村においても、この施策を国と一体的に進めるため、地方版総合戦略

を作成することが努力義務とされております。そこで川棚町では、すでに、

まち・ひと・しごと創生を重要課題と位置づけ、地方創生にかかる施策を実

施していくことを目的に、去る１月１９日に「川棚町まち・ひと・しごと創

生本部」を設置し、総合戦略策定に向け準備を行っているところでございま

す。このまち・ひと・しごと創生の実現のための手法を具体的な指標を示し

ながら総合戦略を作成していくわけでありますが、基本的には国の総合戦略

で謳った４つの基本目標に対応した総合戦略を策定することとなります。そ

こで、国が示した基本目標でありますが、１つには地方における安定した雇

用を創出する。２つ目には、地方への新しい流れを作る。３つ目が、若い世

代の結婚、出産、子育ての希望を叶える。４つ目として、時代に合った地域

を作り、安心な暮らしを守るとともに地域と地域を連携する。とされており、

国が示した目標に対応する市町村の地域課題に基づく適切な目標を設定し、

その実現達成のためのそれぞれの施策を盛り込み、実施していくことを基本

方針といたしております。さらに、今回の総合戦略の実行にあたっては、今

までの政策の実施を実行していく中で、その成果の検証がなされてこなかっ

た点を反省し、ＰＤＣＡサイクル、いわゆる計画を立て、実行し、それを検

証し、さらに改善するというサイクルを確立し、具体的な指標による評価を

行うことが義務付けられており、これらの確認検証を行いながら、地方版、

総合戦略を実施していくことになります。 

  従来、町の描く将来像として、総合計画を策定し、その計画を基に各分野、

各項目、それぞれの施策を展開したわけでありますが、今回のまち・ひと・

しごと創生では、総合戦略としての人口減少対策、少子化対策、産業振興、

企業誘致などをメインに計画策定し、対応する各施策を展開していくことと

なり、さらに結果も求められることになるため、より事業効果の上がる事業

を精査し、総合戦略を策定する必要があります。 

  ２番目のご質問の「まち・ひと・しごと創生の総合戦略」における人口減

少対策、少子化対策についてでありますが、当然、先ほど申し上げました基

本方針の中でも標榜している項目であり、もっとも重要なものと考えており

ます。わが国の人口減少は、今後加速度に進むことが予想され、その動きは
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地方から都市部へ広がり、２０６０年の総人口は約８,７００人まで減少する

見込みとされております。本町の将来人口は、ただいま議員がおっしゃった

ように国立社会保障人口問題研究所の出した日本の地域別将来推計人口によ

ると、２０１０年以降の３０年間で４,５００人が減少し、２０４０年には約

１万１千人となることが見込まれています。人口減少は、地域経済の縮小を

招くだけでなく、深刻な人手不足を生み出し、住民の経済力を低下させるこ

とから、地域社会における暮らしの基盤維持が困難となってまいります。人

口減少、少子化対策はこのようなことから、今回の総合戦略の中にも、当然

盛り込んでいくべきものであると考え、実際、実施していく関連政策につい

て検討していくことになります。本町においては、本町の将来を見据え、出

生数の減少による自然減と、転出超過による社会減の両面からの施策を講じ

ていきたいと考えております。具体的な施策につきましては、これから検討

していくことになりますが、今まで実施してきた第二子目からの保育料の無

料化の施策の充実など、２８年度からの新型交付金に対応できるような施策

も積極的に検討していく必要があるのではないかと、このように考えており

ます。 

  三点目の質問についてでありますが、福田議員の質問にお答えいたしまし

たように、住民や産官学勤労言の外部関係者を入れたところで広く意見を聞

くことにいたしております。手法としては、協議会を設置するのか、すでに

設置している「川棚町まち・ひと・しごと創生本部」の中にワーキンググル

ープを設置するなど、いろんな方法を今検討しているところでございます。

以上、答弁とさせていただきます。 

１ ５ 番 山 口        基本的な方針というのは、あくまでも国の４つの基本方針に従

っていくということでございますが、当然、川棚町にはですね、第５次総合

計画というのがあるわけですね。おそらくそこから大幅にずれるということ

はできないだろうと。そういうような観点から考えればですね、第５次総合

計画との関連性ですね、いわゆる「まち・ひと・しごと創生事業」、これの

どういうふうに関連付けを考えておられるかをお尋ねしたいと思います。 

町    長  お答えします。第５次総合計画につきましては、平成２３年３

月に策定し、そして議会のご決定をいただいております。これにつきまして

は、１０年後の目標を「自然を愛しくらし輝くまち」と定めて、それぞれの
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項目において事業を展開することにいたしております。それが、この事業展

開におきましては、基本計画の中で具体的にその事業を示しているわけでご

ざいますが、この基本計画の前期計画期間が今年度で終了いたしまして、幸

いにしてと申しましょうか、２８年度からの後期計画を策定する時期に来て

おります。したがいまして、今回の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」と

後期の計画が重なり合うような計画にしていきたいと、このように考えてお

ります。以上でございます。 

１ ５ 番 山 口        ②と若干ダブるんですが、第５次総合計画のですね、川棚町の

人口予想ですね、これでいきましたら目標設定値がですね、総合計画でいけ

ばですね、２１ページでございます。将来フレームと人口フレームというの

がございますが、この中にですね、平成２７年度の人口目標が１万４,５００

人と設定されております。ただ、ほぼ１万４,５００人というのは、今の人口

とそんなに差はないのかなと私も考えておるわけですが、ところがその５年

後の平成３２年にはですね、ここの推計ですね、推計方法にはいろいろある

んじゃないかと思いますが、この推計でいきましたら１万３,８７５人と、約

７００名ぐらい減じているわけですね。推計との幅がですね、目標値と差が

７００名ぐらい差があります。ただその差というのを見てもらえば分かりま

すが、すべてが、いわゆる人口の減少というのがどこの部分かというと、幼

少年人口ですね、年少人口ですね、それから生産人口が減って、いわゆる老

年人口ですか、いわゆる６５歳以上がとことん増えていると。典型的な少子

高齢化の様相が予測されていると。そうすればこの間のギャップをどう埋め

ていくのかというのが、「まち・ひと・しごと創生事業」の中の一つの方向

性にもなってくるのかと思いますが、そういった点についてはどのような考

えで取り組もうと思われているのかお尋ねしたい。 

町    長  お答えいたします。川棚町の総合計画におきましては、ただ今

議員がおっしゃったように平成３２年におきましては、１万３,８７５人に減

少するだろうと、このように予測をいたしております。これは平成２３年に

予測をしたわけでございまして、これを第５次川棚町総合計画を実施するこ

とによって、計画に定める各施策を実施することによって、それを１万４,

５００人にキープしようというのが、この計画の趣旨でございます。議員が

おっしゃった人口問題研究所が発表した予測によりますと、２０４０年には
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１万１千人になるということでございますけれども、２０１５年には１万４,

１０８人ということでございますので、まだ人口問題研究所が出した平成１

０年度当時に出されました人口予測とすれば、そう減っていないと、こうい

った認識を持っております。 

  そこで、この人口減少対策につきましては、やはり議員が先ほどおっしゃ

いましたように、生産人口、若年人口を増やすということが大きな課題でご

ざいますので、まずは少子化対策、あるいは少子化対策として子育て支援に

力を入れなければならないと、このように思っております。以上でございま

す。 

１ ５ 番 山 口        併せてですね、人口の減で流出になるかと思うんですが、本町

のですね、１月３１日の年齢別の人口統計でいけばですね、１８歳人口から

ですね１９歳に減るときに、これは中学校の卒業、その当時の中学校の卒業

生は推計でございますが１５０、１６０名は卒業しただろうと考えられるわ

けですね。そうすれば１９歳人口がですね、１３０人ぐらいに減る。これは

おそらく大学、専門学校に行くために、その分が他県に行っているんだろう

と推測できます。そのあとですね、２３歳年齢になりましたら１０８名ぐら

いになると。現在の川棚町の人口です、年齢別の。そうすればこの当時の中

学校卒業生は、間違いなく１５０、１６０人程度で推移しているんじゃなか

ろうかと。これは推計でございます。あくまでもずっと追ったわけではあり

ません。そうしていけばですね、１５０、１６０人中学卒業時におったと。

高校卒業時まで川棚在住。それが２３歳年齢と言えば、ほぼ大学卒業して就

職した年齢だと。その時に１１０人しかいないというのは、そこでほぼ５０、

６０減っているということは、本町におけるですね雇用の場がいかに少ない

かと。もしくは本町周辺で、本町から通勤できる範囲内に雇用の場が少ない

かということの、いわゆる一つのデータではないかというように思っており

ます。すべてとは言いませんけれども。だからそういったことを考えればで

すね、人口減少対策の中に、当然、良質の雇用対策というのが求められてく

るんじゃないかと。そういったことで雇用対策ということになれば、企業誘

致その他というのがひっかかってくるわけですが、非常にこれはいろんな議

会でも取り上げながらですね、町長も非常に頭が痛い答弁をされているとい

うのは分かっておりますけれども、当然、まち・ひと・しごとの中で、良質
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の雇用の場を設けるというのも国の一つの施策であろうと。そういったこと

についてどうふうに取組む考えかお尋ねをしたい。 

町    長  お答えいたします。実は、この地方創生に関する施策を政府が

出してから、長崎新聞では毎月、県内市町村の人口の推移を載せております。

それによりますと、川棚町の１月の人口は、４名減っておりますが、２月の

人口は９名増えております。しかしおそらく３月は、転勤の時期になります

ので、これは大幅に減るんじゃないかということで、また４月には少し増え

るという、そういった動きの中で、出生、自然減が生じておりますので、自

然と人口は減少していくのではないかと予想されます。 

  そこで、今議員がおっしゃったように、人口減少に歯止めをかけるために

地方創生という事業が創設されまして、これにつきましては国と県と町と三

者で連携して取組んでいこうということで、総合戦略の国版、県版、地方版

が策定をされるわけでございます。そういった中で、少子化対策、それから

今議員がおっしゃった雇用の創出、これが一番重要ではないかと思います。

地方においては。そういったことから、雇用の創出についての施策について

は、これも最重要課題の一つとして、今回、これから取組んでまいりますが、

これは川棚町に限定せず、川棚町を中心とした周辺地域も含めてそういった

取組みができないか、そして国と連携して取り組むことを考えているところ

であります。以上でございます。 

１ ５ 番 山 口        先ほどの答弁の中でですね、いわゆる若い世代の結婚とか出産

ですね、こういったことも国の施策の一つであるから取り組んでいると。と

ころが、ここがですね、もう一つそれに地方への人口の流出ですね、流れ、

こういったことを作るというのが、今回の創生法の一つの狙いであると。そ

うすれば当然、そこにですね、若年者に定住していただく、もしくは定住の

ためにＩターン、Ｕターンとか、そういうふうな政策を推進していくことに

なると思うんですが、当然、その時にですね、定住するための条件というの

をいろいろ考えたときに、一つは生活の基盤が安定していると。そのへんは

当然、必然的に雇用の場の確保ということになるんじゃないかと。それと併

せて、地域の利便性というのもあると、住むためには。そして、それ以外に

も環境の快適性、その他というのがあるわけですが、そういった部分につい

てですね、生活基盤の安定の第一、雇用というのには、今町長の答弁がござ
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いましたけれども、ぜひ今後周辺地域を含めてですね、企業誘致、その他、

いわゆる川棚に定住していただいて、仕事ができる場の確保というのは、施

策の中でぜひ実施していただきたいと。同時に利便性がどうかというとです

ね、こういう調査がございます。栄町の商店街の衰退に本町での購買者は２

８．３％と。そういうふうな消費者動向調査というのが平成２４年度に出さ

れておりますが、その中でですね、川棚町民の購買者の動向調査ではですね、

２８．３％しか川棚町内で利用していないと。県下でワースト２という調査

結果が出ております。できればそういうふうな利便性、その他、高めること

によってですね、定住をしていただく、そういった方向性も見えてくるのか

と思われるわけですが、栄町商店街の活性化ですね、これも当然、一つの本

町独自の創生法の中で取り組む一つの課題であろうと。そうすることによっ

て町内での買い物客も増え、利便性が増えることによって定住その他町の活

性化にもつながると考えられます。そういった観点から本町の栄町商店街の

活性化をどのように進めていこうと考えておられｒのかお尋ねしたいと。 

町    長  お答えいたします。まず、人口減少に歯止めをかけるためには、

おっしゃったように雇用の創出、それから住環境の整備によって定住をして

もらう条件を整えるべきではないかというご提言がありまして、まったくそ

のとおりだと思います。そこで、これらにつきましては、まず総合戦略を策

定するにあたっては、住民アンケート調査を実施したいと思います。そして、

住民の皆様方がどういった要望をなさっているのか、あるいはどういったと

ころに不便を感じておられるのか、あるいはどういった魅力を川棚町にお持

ちなのか。そういったアンケート調査を実施したいと思っております。それ

から、もうさっそく始めているのには、転入、転出者に対しまして、その窓

口でアンケートを実施をしているわけでございますが、転入の理由はなんで

しょうか。あるいは転出の理由はなんでしょうかということで、人々の転入、

転出の動きについても、やはり総合戦略を策定するためには必要ではないか

ということで、今進めております。そういった中で、先ほどは川棚町での購

買の状況についてお話がありましたが、町内での購買率は２８．３％という

数字が以前示されたことは私も承知をいたしております。そこで、やはり川

棚町の中心商店街である栄町商店街の活性化については、やっぱり川棚町に

とっては大きな行政課題ではないかということでご提言いただきましたが、



- 56 - 

これにつきましても以前から商工会等々と連携をとりながら、活性化につい

て努めているところでございます。そういった中で、１００縁翔店街も盛会

裏に開催されておりますが、これがひやはり一過性にとどまっているという

ことも感じておりますので、今後、１００縁翔店街を運営なさるみなさんと

意見交換をしながら、これがもう少し波及効果が継続するような議論を今後

していきたいと思っております。そういった中で、商店街の活性化について、

いろんな取組むべき施策を考えてみたいと思います。一つは、空き店舗をい

かに活用するかということも一つの課題ではないかと、そのように認識いた

しております。以上でございます。 

１ ５ 番 山 口        「まち・ひと・しごと創生事業」ではですね、どちらかと言え

ば若い方、それから人口を増やすためには出生率の向上とか、そういうのが

言われます。これもなかなか簡単にいかないんですが、それと同時にですね、

もうそういった部分だけに問題があたってですね、どちらかと言えばですね、

先ほどの第５次総合計画の中でもですね、川棚町の人口というのは、生産人

口とか、年少人口が減って、増えてくるのは６５歳以上、我々を含めてです

が、そういった人口は間違いなく増えていっていると。そうすれば、この創

生事業の中でですね、当然、高齢化対策とですね、同時にそういった高齢者

の方の今までの生きてきた知恵とか、そういったものをどのように生かして

いくのかと、これも一つの課題であろうと思っていますが、そういう点につ

いての取組みというものは何か考えておられるのかお尋ねしたい。 

町    長  お答えいたします。これは先ほどの福田議員のご質問にもお答

えをしたわけでありますけれども、川棚町の、たとえば合計特殊出生率１．

３５で、県内でワースト３でございます。そして、２５歳から３４歳女性の

未婚率、これについては４７．３％で、これもワースト３でございます。そ

ういったことから、この未婚率を下げることによって、人口の増加が生まれ

るんじゃないかと、そういう期待もなされます。したがいまして、これまで

婚活事業につきましては、観光協会の方でしていただいておりましたが、今

回の地方創生の関連で、町で直接この婚活事業に取り組んでみたいと。そし

て、その成果を上げたいと、このように思っております。そういった中で、

県の方では、その婚活を進めるための、いわゆる相談役としての縁結び隊を

募集されておりまして、川棚町では２人の方が縁結び隊の隊員として認定を
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されております。そういったことで、先輩方にお願いをするのは、そういっ

たところがあるのではないかというふうに思います。特に、川棚町におきま

しては、これまで子育て支援については、意外とシニア層の皆さん方の協力

をいただいて環境が整っていると、こう思っておりましたが、残念ながらこ

ういった結果になっておりますので、高齢者の皆様方の事業に対する協力を

さらにお願いをして、そしてこういった数字を上げていくと、成果を上げて

いくということに努力をしていきたいと考えております。以上でございます。 

１ ５ 番 山 口        なかなかですね、国、県の施策、その方針が先が見えない中で

ですね、おそらく具体的な施策は今後、いろんな課題を持ちながら詰められ

ていくんだろうと思いますが、ちょっと最後の質問になりますが、ただいま

言われましたようにですね、私も購買力はワースト２であると。町長の方も

未婚率がワースト３とか、いろんなことを言われた。ということは、逆に言

えばですね、ワースト２とかワースト３とか、そういうものは何も恥じらう

ことはなかろうと。考えようによってはですね、ちょっとがんばればすぐに

上がるんだと、そういうふうな前向きに考えてですね、「まち・ひと・しご

と創生事業」をですね取組む必要があるんじゃないかと。まだワースト２と

か３とか、これは努力の余地がたくさん残っているということなんですよ。

ちょっとがんばればすぐ上がるじゃないかと、結果が出たじゃないかと、お

互いそういった意識でこれに取組むためにですね、ぜひ官民一体となって、

最後にお願いしたいのは、「まち・ひと・しごと創生事業推進協議会（仮称）」、

勝手につけたんですが、これは福田議員の質問の中でも答弁があっておりま

すので、細かいことは質問いたしませんが、この「まち・ひと・しごと創生

事業」によってですね、結果が出るのは１０年、２０年、どうかすれば３０

年後じゃないかと、それぐらい先なんですね。その時に社会を支えている人

間というのは誰かというのを考えれば、今の中学生、高校生だろうと。そう

すればこういった中にですね、有識者とかいろんな方達が入れられます。と

ころが、これは私も含めてでございますが、それだけ有識者その他とか、長

い間生きておればですね、どうしても既成概念に捉われて新しい発想という

のがなかなかしづらいものでございます。できれば、川棚町、もしくは日本

の国を今から１０年、２０年後支えていく若い世代、中学生とか高校生、そ

ういった年代層のですね、意見を取り入れて、意見なり、そういう気持ちを
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取り入れてですね、将来の川棚町はこうあってほしいと、そういうふうな思

いを取り入れてですね、この創生事業に取り組む考えはないか、最後にお尋

ねいたします。 

町    長  ただいま議員の方からは、数字が低いということは、がんばれ

ばもっと上がるんだというご発言がありましたが、今まだ努力が足りないと

いうことも、今の議員のご発言で反省をいたしております。そういった中で、

今回の町創生総合戦略を策定するにあたり、若い人の意見を取り入れること

ができないかとのご提言がありますが、これは一番最初に福田議員からの質

問でもありました、たぶん福田議員、あのときに言葉が出なかったんですけ

れども、ワークショップのことではなかったかと思います。こういったまち

づくりの手法として、ワークショップという方法論をよく議論がなされます

けれども、ぜひこの策定にあたっては、協議会を設置をしたいと考えており

ますので、その協議会がどういうかたちになるかは、今から検討をいたしま

すけれども、ぜひ若い人、中学生はどうかと思いますけれども、高校生あた

りは入れてもいいんじゃないかと今思っているところでございます。 

  先日、議会の方の主催で小学生の子ども議会を開催していただきましたが、

大変、新鮮な思いがいたしまして、そういった初心にかえってこの事業の構

築をしていきたいと考えております。以上でございます。 

１ ５ 番 山 口        終わります。 

議    長  ここで、しばらく休憩をいたします。 

（１４：４９） 

（…休  憩…） 

（１５：００） 

議    長  休憩前に引き続き会議を開きます。 

 

議    長 次に、毛利喜信議員。 

６ 番 毛 利        ６番、毛利です。私は次の三点について質問いたします。 

  まず一つ目、昨年開催されました長崎がんばらんば国体は、たくさんの来

場者もあり、盛大に執り行われ、成功裏に終わりました。町長を始め、役場

職員の皆様、教育関係者並びに町民の皆様にあらためて敬意を表したいと存

じます。 
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  さて、４５年ぶりに本町で国体が開催されたことによりまして、ホッケー

競技に対する町民の機運が上がりました。ホッケーをするためにホッケー部

のある高校へ行く、ホッケーの有名な大学へ進学するといったことも見受け

られるようになりました。町長は、この川棚町をホッケーの町として活気づ

けるお気持ちはあられますか。そこでホッケー競技の会場となった大崎自然

公園交流広場、この場ではホッケーコートと呼ばせていただきますが、この

会場の今後の活用についてお尋ねいたします。 

  まず①、２６年度の予算でホッケーに関する競技の普及、強化という目的

で助成されていた活動補助金についてですが、今後も継続を考えておられる

のかどうか。 

  二つ目に、現在も日ごろの練習など、ホッケーコートを利用している社会

人チーム、中高生を中心としたジュニアチーム、小学生、子どもたちを対象

としたホッケー教室等が活動しています。競技普及のために、施設利用料を

無料にできる対応ができないかお尋ねをいたします。 

  続きまして、本町の入札、契約制度について質問をいたします。 

  まず一つ目に、平成２４年１２月定例会におきまして、入札制度の改善に

関する決議を行いました。この決議は、一つ、最低制限価格の引き上げ、一

つ、地元企業の受注機会の確保、一つ、共同企業体の制度化、この３本の柱

での内容でした。その中で、地元企業の受注機会の確保、共同企業体の活用

には、配慮を感じているところでございます。が、１つ目の柱であった最低

制限価格の引き上げについては、未だ引き上げられておりません。その後、

何らかの研究、検討がされたのか、検討の経緯をお尋ねをいたします。 

  ２つ目に、２６年度下半期分の発注予定の公表がホームページ等を通じて

公表されております。先日、産業建設文教委員会におきまして、東彼商工会

の工業・建設部会との意見交換の場がございました。その折にもこの質問を

受けました。今期、発注の遅れが出ているようですが、その要因は何でしょ

うか。何らかの事情があるのかどうかお尋ねをいたします。 

  ３つ目に、工事の完成払い金の支払いは、県の建設工事執行規則によりま

して、契約書上、請求後４０日以内となっています。本町では、現在、その

日数内で支払いはされているものと思いますが、国や県、他の市町において

も、近年の経済情勢や請負者側の負担軽減の目的で１０日から２週間ほどで
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の早期の支払いがされている実情がございます。本町でも早期に支払いがで

きないかお尋ねいたします。また、国や県、他市町のように部分払い制度、

これは請負金額の９０％までを支払える制度のさらなる活用、中間前金払い

制度、これは請負金額の６０％までを支払える制度の導入ができないかをお

尋ねいたします。 

  続きまして、三点目でございます。定住促進に特化した施策についてです。

本日の以前から一般質問等で企業誘致、定住促進、ベッドタウン化等の質問

があっておりますが、企業誘致については適地がない、誘致は難しいとの答

弁があっております。このままでは人口減少に歯止めがかからないと感じま

す。そこで、本町でも生活の利便性を向上させるような特化した施策に大き

く方向転換していくときに来ているのではないかと感じます。時津町などで

は、県の都市開発公社等が商業施設用地や住宅用地を開発しています。大型

の商業施設や宅地の分譲の開発等を官民一体となり、誘致等を促進させてい

く方策を考えるべきだと思いますが、町長はどうお考えになりますか。以上、

三点をお尋ねいたします。 

町    長  ただいま毛利議員からは、３項目にわたって質問をいただきま

したので、それぞれ答弁をさせていただきます。 

  まず、大崎公園交流広場の今後の利用についての質問でございますが、平

成２６年度における川棚町ホッケー協会への町からの補助の内容は、協会に

所属するホッケーチームの国体出場へ向けた強化策に対して、支援を行った

ものと。もう一つは、次世代のユース、ジュニアの育成と新たなジュニア層

への底辺拡大を目的に実施したホッケー教室の開催に対して行ったものでご

ざいます。今回、国体が終了し、チーム強化のための支援に対するものは、

ここで一応終了するということで、予算計上をいたしておりませんが、国体

の開催の目的の一つには、ホッケーでのまちづくり、いわゆる国体開催を契

機に整備した大崎自然公園交流広場を活用し、ホッケー競技をメインにおい

たスポーツ合宿の誘致による交流人口拡大を考えており、国体終了後も国体

をきっかけに町民に認知されたホッケー競技の振興を図っていき、さらなる

積極的な利用を検討していかなければと、このように思っているところでご

ざいます。したがいまして、引き続き、ホッケー競技に関しては、川棚町ホ

ッケー協会、長崎県ホッケー協会と連携を図りながら、積極的な振興を図っ
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ていきたいと考えております。さらに、この施設の利用率の向上のためには、

ホッケー競技人口の拡大、チーム数の増加、大会の開催などが必要になると

思います。利用率の向上のためにも川棚町ホッケー協会への支援は今後も継

続して続ける必要があると思います。 

  また、②の質問についてでございますが、川棚町ホッケー協会の主催する

大会、競技会、講習会、教室など、広く底辺拡大につながるものに対しては、

積極的に取組んでいただきたいと思いますが、施設の利用については、指定

管理者の所管になりますので、指定管理者である川棚町観光協会との協議が

必要になりますが、施設利用料の減免、無料化については、協議、検討をし

ていきたいと考えております。 

  次に、本町の入札契約制度についてのご質問にお答えいたします。 

  まず、第一点目の質問であります最低制限価格の引き上げについては、平

成２４年１２月定例会における入札制度の改善に関する決議において掲げら

れており、このことにつきましては、副町長を委員長並びに関係課長を委員

として設置する川棚町指名競争入札業者選定委員会において、毎年、審議が

行われており、その結果、平成２６年１１月の当該委員会において、最低制

限価格の上限を１０分の９に引き上げるとして方向付け、平成２７年度に具

体的な取り扱いについて、調査研究を行い、平成２８年度で実施するという

ことで決定がなされております。私といたしましても、この業者選定審査委

員会の審査結果を尊重し、平成２８年度から引き上げることで、今後、事務

を進めるよう担当課に指示をしているところでございます。この最低制限価

格の引き上げにつきましては、単純に上限を１０分の９とするだけでなく、

細かな算定式をどのように定めるかについては県内においてもまちまちであ

り、本町において、どのような方法とするかは、平成２７年度において調査

研究を行う必要があると判断しておりますので、その点についてご理解をい

ただきたいと思います。 

  次に、二点目の発注の遅れについてでありますが、議員ご指摘のとおり、

町ホームページにおいて公表している平成２６年度の発注予定工事情報調書

における発注予定工事について、入札予定時期が経過し、あるいは到来しな

がら発注が遅れている工事が発生しております。私といたしましても、大変、

遺憾に思っているところであります。原因といたしましては、工事の施工に
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あたって関係地権者との用地交渉に不測の時間を要したことによるもの。大

規模な工事発注にあたり、地元企業の受注機会の確保を図るため、入札方式

として条件付総合評価落札方式を採用した結果、県担当課との協議、調整並

びに入札執行から決定までに不測の時間を要したことなどによるものであり

ます。当初、予定していた工事工法について、地元から工法変更の要望があ

ったため、工法の変更並びにそれに伴う設計変更に不測の時間を要したこと

によるものであります。また、当初、工事を予定しておりましたが、現地の

状況により、工事の必要性がないと判断し、工事の発注自体を見送ったこと

によるものでありまして、様々な要因によるものでありますが、これらにつ

きましては、発注予定を公表しておきながら発注の遅れ、つまりは事業に停

滞を招いてしまったものであり、住民の皆様並びに建設工事業者の方々に対

してご迷惑をおかけし、発注者としてその責任を真摯に受け止めている次第

でございます。今後は、公共工事の発注において、工事発注の年間計画等を

より綿密に計画し、発注施工時期等の平準化を徹底してまいりたいと、この

ように考えております。 

  次に、三点目の請求後の早期支払いの件でありますが、４０日以内の支払

いは政府契約の支払い遅延防止法等に関する法律第６条第１項に、適法な支

払い請求を受けた日から工事代金については４０日以内の日としなければな

らないと規定されており、同法第１４条では、この法律の規定は、地方公共

団体のなす契約に準用するとされております。この規定により、長崎県では、

長崎県建設工事標準請負契約書が定められており、本町においても、この契

約書により建設工事請負契約書を取り交わしているところであります。この

契約書の第３２条第２項にも請求を受けた日から４０日以内に請負代金を支

払わなければならないと規定をされております。また一方では、地方自治法

第２３５条の４に、普通地方公共団体の歳入歳出に属する現金は、政令の定

めるところにより、もっとも確実かつ有利な方法により、これを保管しなけ

ればならないと、このようにも規定されております。したがって、今後も歳

計現金の運用等を考慮し、政府契約の支払い遅延防止法に関する法律に抵触

しないよう、支払っていきたいと考えておりますので、ご理解をいただきた

いと思います。さらに部分払い制度のさらなる活用、中間前払い金制度につ

いてでありますが、これについても平成２６年１１月の業者選定審査委員会
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において審議され、今後の方針として従来の前払い制度をさらに補完する中

間前払い制度を平成２７年度から導入するということで決定がなされており

ます。このことについても、この制度導入は、低額の補償費で出来高確認等

の事務の省略化も図られ、建設業界の資金調達の改善にもつながることであ

ることから、この審議結果を尊重し、平成２７年度からの導入について事務

を進めるよう指示をしているところであります。防災、減災、社会資本の適

切な維持管理などの重要性が増す中において、災害対応を含む地域における

社会資本の維持管理を担う企業が不足し、安全安心な地域生活の維持に支障

が生じる恐れがあると、近年、懸念されております。公共工事の品質確保と、

その担い手を確保することは、これから本町においても一層重要になってま

いるものと認識をしており、厳しい財政状況の中ではありますが、こういっ

た改善は少しずつでも図ってまいりたいと考えておりますので、そういった

姿勢であることについてご理解を賜りたいと存じます。以上でございます。 

  三点目の定住促進に特化した施策を、の質問にお答えいたします。 

  まず、商業施設の開発等の促進については、平成２６年６月の定例会の一

般質問において、小谷議員から商業施設の誘致に努める旨のご提言をいただ

き、その折の答弁として、商業施設の誘致に関しては、国、県の補助制度も

ないため、本町の厳しい財政状況を踏まえると商業施設の進出を促すような

単独の支援策の創設は難しいこと。商業施設の進出は、交通アクセス、地域

のマーケティング、適地の確保など、綿密に調査分析し、投資額に見合う採

算性を見越し、企業自らの商業的な企業戦略により行われるものであり、そ

うしたノウハウのない本町においては、積極的に商業施設の誘致を図ること

は困難であるということから、商業施設の誘致を行うことは考えていない旨

をお答えしており、現在もこの考え方に変わってはおりません。 

  また、宅地分譲の開発等を促進させる方法についても、本町が平成２３年

３月に定めた第５次川棚町総合計画において、住環境の充実項目の中で課題

として、定住促進のための優良な宅地の供給が求められていますということ

を掲げており、その施策としては、適切な開発指導のもとに民間による良好

な宅地の開発を促進しますとしているものであり、現在の厳しい財政状況に

あっては適切な開発指導のほかに、宅地開発等を促進させるために、財政支

出を伴う積極的な支援策を行うことは大変厳しいと言わざるを得ない状況に
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あります。 

  具体的にご提言いただいた商業施設や宅地分譲の開発等を促進させる方策

を考えるべきではあると思いますが、「思うが」ということに関しましては、

以上のような答弁とさせていただきますが、質問事項の表題にある定住促進

に特化した施策をということにつきましては、これから策定してまいります

川棚町版の「まち・ひと・しごと総合戦略」において、最優先で取り組む施

策として具体化すべき事項の一つであると認識をいたしております。このこ

とにつきましては、これからの戦略策定作業の中で施策としてとりまとめて

まいりたいと考えておりますので、ご理解をいただきたいと思います。以上

でございます。 

６ 番 毛 利        思いのほかといったらあれなんでしょうけど、前向きなご答弁

ををいただきまして、あまり再質問もすることがなくなってきたんですけれ

ども、まずですね、大崎のホッケーコートの件なんですけれども、活動補助

金、またそれに代わるかたちで助成の継続を続けていただける、振興を図る

ということで、前向きにご答弁いただきましたので、よろしくお願いしたい

んですが、その中で２番目に上げてますですね、ホッケーコートの無料化と

いうことで上げているんですけれども、先ほど答弁の中で、指定管理者と協

議の上、減免化、無料化ということでご答弁されたかたと思うんですけれど

も、今でも減免措置はあるんですね。半額程度になるような登録制なんです

けれども、登録をすることによって半額程度になるような減免措置はあるん

ですけれども、それではなくて、私が申したいのは無料化をお願いしたい。

というのは、減免されてもですね、負担は選手の皆さん、子どもたちであっ

て、それを無料化にしていただきたいというのが一つあって、減免ではなく

無料化ということで私は質問したつもりでございますので、無料化の可能性

についてお尋ねしたいと思います。 

町    長  先ほどの答弁に関して、今議員の方からはホッケー協会の補助

器のことに触れられましたが、これはあくまでも事業計画を提出してもらっ

て、そしてその事業が効果的であるかどうか、そういったことを判断しなが

ら補助金を交付するかどうかの判断になろうかと思います。したがって、今

現在、川棚町ホッケー協会にいくら助成するというような予算の編成はいた

しておりません。そのことはご理解いただきたいと思います。それから、ホ
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ッケー協会が使う場合には、使用料を一部減免ではなくして、無料にしてい

ただきたいというようなご質問でありましたけれども、これにつきましては、

先ほども言いましたように指定管理者と協議をいたしまして、結論を出した

いと思っております。以上でございます。 

６ 番 毛 利        町長は、この川棚町をホッケーの町として位置付けて、今後活

気づけていこうというお気持ちはあられますか。 

町    長  それはこれまでもそう思って国体にあたってまいりましたし、

そのことはこれからもそのように考えております。以上でございます。 

６ 番 毛 利        であるならばですね、ぜひこういった社会人チーム、ジュニア

チーム等の活動に対してはですね、ぜひ積極的なご支援をと思いまして、当

然、事業計画を出して、それを審査の上での補助決定ということですので、

前年等同額程度とか、多少下がったとしてもですね、それなりの措置をして

いただければ十分結果として無料で使えるような助成のやり方ができるんじ

ゃないかと思いますので、ぜひその点はですね、前向きに検討をしていただ

きたいと思います。次に移ります。 

  ２つ目のですね、入札契約制度につきましてですけれども、これもですね、

一つ目の最低制限価格の引き上げについては２８年度で引き上げるというこ

とですので、私も再質問することがございません。あとですね、２番目に上

げています公表されている発注予定、この分が遅れているんではないかとい

うことで、理由といたしまして関係地権者等々の協議といいますか、難航さ

れているのかどうか、そのあと７次拡張事業の分のですね、水道事業の分の

入札方式がですね、今回、地元との企業体方式ということで、発注をされて

いますので、そのへんの事務手続き等、時間がかかられたのかなというのも

十分承知をいたしております。これ以外にもですね、例えば、原因がなかろ

うか、可能性がなかろうかということで、何か担当課なりあられるのかなと

思って私、今回質問をしているんですけれども、例えば、そういう職員さん

の人員配置の問題であるとか、特に今年は事業が大きいとか、そういったと

ころもあったでしょうから、そういった職員の配置の問題とか、そういった

のもなかったのかというのが少しあったのでお聞きしたんですけれども、そ

のへんは問題なかったんでしょうか。 

町    長  お答えします。常に効率的な事業を行うためには、職員の適切
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な配置をするということは考えながらしておりますけれども、今回、特に平

成２６年度につきましては、町制施行８０周年記念事業、あるいは国体の本

番を開催したところでございまして、全職員がそういったところにも勤務を

いたしましたことも背景にはあるようでございます。特に、人員配置問題に

ついてはなかったと、このように認識をいたしております。以上でございま

す。 

６ 番 毛 利        ご事情は分かりました。今期ですかね、例えば、下水道事業に

関して発注の遅れが見られるということで、私も公表分を見たんですけれど

も、それなりに遅れていると。繰り越しをされて、発注をされるのかなと思

うんですけれども、これは補助金事業ですから、例えば今年遅れを生じて、

遅れることはあると思うんですよ。地権者との協議とか、事務手続きという

ことで遅れることは致し方ないとして、その遅れがですね、出た場合に、今

年度繰り越しをしますということになると、翌年度がですね、その分が予算

が減るんじゃないかなと。例えば、事業費なんですけれども、ある一定のペ

ースで今まで事業をされてきて、繰り越すことによって次年度にその影響が

出て、次年度予算が減っていくというようなかたちになっていくんじゃない

かなという懸念がありますので、それで先日、産業建設文教委員会で商工会

と意見交換をしたときもそういった話をしましたし、そういった遅れが出た

場合に次年度に影響するような事業がなってしまうと、それは本末転倒と言

いますか、非常に懸念されましたので、ちょっとお尋ねをしたいと思います

けど、そういった事情はないでしょうか。来年度予算が落ちる、下がるとい

うことですが。 

町    長  事業の遅れによって、一部事業を来年度に繰り越しをすること

につきましては、今議員もおっしゃったように、私も冒頭の施政方針の中で

述べたとおりでございます。したがいまして、職員のできる仕事というのは、

ほぼ決まっておりますので、当然、この事業が繰り越すことになりますと、

やはり議員からご指摘があったような事態は生じてくると思います。新年度

予算につきましては、今議会でご審議をいただくことにいたしておりますの

で、その中でご判断をいただきたいと思います。以上でございます。 

６ 番 毛 利        懸念されている部分がそことして、落ちるということですので、

そのとおりになってしまうのかなと、そう思ってしまうんですけれども、や
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はり今アベノミクス効果といいますか、事業の予算がとりやすいとか、私は

いろいろ詳しいことは分かりませんけれども、とりやすいとかそういう状況

があるなら、事業をですね、コンスタントにある一定規模でずっと毎年コン

スタントにやっていくという、効率よい事業運営が良いのかなと思うんです

けれども、１回そこでひずみとは言いませんけれども、遅れが生じて、今後

そういった影響が出ていくというのであれば、なかなかそういった事業自体

もですね、全体的に遅れがそこで出てきたりということがあるかと思います

ので、極力、そういった遅れとか、事業費の削減的なものはない方が私は望

ましいと思っております。今後ですね、特にこういった下水道事業とか水道

事業というのは、私たちの生活に直接かかわる部分でもありますし、そうい

った予定どおり計画どおりの事業運営ができるようになさってほしいと思い

ます。 

  それとですね、３番目なんですけれども、完成払い金の件なんですけれど

も、これは契約書上でもですね、請求の４０日以内ということであってます。

４０日以内に支払いはされていると思いますけれども、国や県、他市町にお

いてもですね、最近は１０日から２週間といった早いスパンで支払いをされ

ているという実情が私も確認をいたしましたけれどもされております。これ

は全国的にもですね、同じ建設工事執行規則ですね、どの契約書を見ても４

０日となっているんですね。なぜ川棚町だけができないのかということなん

ですけれども、歳計現金の運用ですか、おっしゃいましたけれども、よそが

できることがなぜできないのかという、単純な疑問ですね、これが一つある

んですけれども、そういった歳計現金の運用、これがどのぐらいの利益があ

るのか、効果があっているのかという、検討はされているんでしょうか。 

町    長  お答えします。歳計現金の運用につきましては、これは会計管

理者の方で運用をしていただいておりまして、できるだけ有利な方法で運用

するというのが会計管理者の務めでありますので、そういった考え方で運用

をしていただいております。したがいまして、そういった中で、今議員がお

っしゃっているような４０日以内を早めに支払いを起こすことにつきまして

は、やはりそういった中での計画が必要でございますので、今議員がおっし

ゃっているように、他の市町ですでにできておりますので、今後、検討して

いきたいということで考えているところであります。 
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６ 番 毛 利        前向きに検討していただきたいと思います。条項ですけれども、

４０日以内であればいいんですけれども、裏を返せば次の日でもいいわけで

すよね。４０日以内であれば。そういった柔軟な対応をしていただきたいな

と。やはり請負業者側と言いますのは資金繰りなんかの苦労もありますし、

国も挙げてですね、このへんは早期に支払うようにということで動きがあっ

ていますので、ぜひ検討をされて、本町でも早期に支払えるような体制をと

っていただければと思います。確認ですけれども、中間前金払いは２７年度

からということでよかったですかね。はい。次に移ります。 

  定住促進に特化した施策ということですけれども、時津町は国道２０６号

日並バイパスというんですかね、今、時津町の方で県の土地開発公社が開発

をされているところがありまして、大型のショッピングセンター、飲食店な

ど、ほとんどが買い物、飲食のお店、その裏側に工業団地がありまして、そ

の横に住宅地の開発がされています。この国道日並バイパスということなん

ですけれども、町長は行かれたことはありますか。 

町    長  あります。 

６ 番 毛 利        行かれると分かられると思うんですけど、道も広くて、両脇に

大きな商業施設が立ち並んでて、壮大なんですね。今、先ほどから地方創生

とか、そういった定住促進という話がずっと出てきているんですけれども、

この川棚に何が足りないんだろうと思ったときにですね、商業施設のような

お店といいますか、大型のですね。ああいったのがやっぱりないなというの

は、他の町民に聞いても言われるんですね。あそこまで大規模に開発してと

いうイメージは川棚町ではわかないんですけれども、ただ町が直接開発工事

はできないという面もあろうかと思いますけれども、先ほどからお話が出て

いる自然を愛しくらし輝くまちを目指すのであれば、こういった定住化策、

何らか町が関わっていけるような事業がないかということで、この質問を上

げているわけでございますけれども、町が先頭に立ってするというのは、な

かなか難しいかなと思うんですけれども、こういった大型の商業施設、飲食

店、そういったところが誘致なりできればなと、そういった思いで質問をし

ています。町長はこういったお店は川棚町に必要と思われますか。 

町    長  お答えいたします。先ほど、毛利議員から時津の工業団地は知

っているかというご質問がありましたが、実は、事前に通告をいただいてお
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りましたので、この前行ってまいりました。そして、あそこは長崎県の土地

開発公社が埋め立てをしたわけでございますが、平成９年頃から着工をされ

ておりまして、そのあと地価の下落、工事費の上昇等の影響があって、工業

団地としては誘致が難しいんじゃないかという状況になりまして、その後、

地元の住民などを集めての協議会が開催されまして、そして商業施設、準住

宅施設に用途変更で変えられております。そういったことで、現在、国道の

海側は商業施設としてなっておりまして、大きな、いわゆる大型店舗が進出

してきておりまして、大変、賑わいをみせております。その背後に住宅が建

設がなされている状況でありまして、これが３５年度完成の予定だというふ

うに聞いております。 

  議員がおっしゃったように、川棚町においてもそういった県で工業団地、

あるいは住宅団地、あるいは商業団地を建設してもらえば、大変効果的であ

るというふうに思っているところであります。以上でございます。 

６ 番 毛 利        県で開発していただければということをおっしゃったんですか

ね。なかなか県がそうやって自らと言いますと、港湾とか、そういった海側

の用地しかないんだろうと思いますし、例えばですけれども、波佐見町であ

ったのは町営の工業用団地を開発されました。あれは町が土地開発公社に委

託をして開発をしていただいたと言いますかね、委託をされて出来ているん

ですけど、もともとの土地が誰のものであるとか、そういったこともあろう

かと思うんですけれども、県が自ら開発をして、公社がしてというのは、お

そらく海側でしかないのかなと。海岸側しかないと思うんですよね、県有地

がほかにないですから。なので、川棚町で考えると、今港湾ができているか

らあれですけれども、県がするということは、おそらくないんだろうと。な

ので、町が例えばですね、土地を準備して、その開発をしてもらうというよ

うなかたちになろうかと思うんですけれども、そういった可能性も含めなが

らですね、先ほどから栄町商店街の活性化とか、そういったお話も出ていま

す。これは一つ切り口を変えて、その本町に足りないものは何なのかという

のを考えたときに、そういう生活の利便性である。基本は衣食住だと思うん

ですよね。生活のしやすさから言うと、衣食住という、この言葉が基本なん

じゃなかなと思いますから、例えば、そういった大型店の買い物がしやすい

とか、そういった環境を整えてあげるということが一つの定住促進になるの
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かなと思います。答えは出ないんですけれども、今後、本町が自然を愛しく

らし輝くまちを提唱していくのであれば、住みやすい環境を整えるというこ

とが定住促進、また人口を極力減らさないというような施策といいますかで

すね、そういうビジョンでやっていただきたいと思いますので、このへんの

可能性がもしあれば、そういった開発行為、開発でもですね、可能性があれ

ばチャレンジしていただければと思います。これ以上は答えをいただけませ

んからこれで終わりますけれども、ぜひ今後期待して待っておりますので、

よろしくお願いいたします。終わります。 

（１５：４３） 

議    長  ここで、時間延長いたします。 

（１５：４４） 

議    長  次に、田口一信議員。 

１ ２ 番 田 口        １２番、田口です。２項目について質問いたします。 

  第１項目目は、ふるさと応援寄付金についてでございます。まず（１）と

しまして、本町においては平成２６年度から２万円以上のふるさと応援寄付

金を寄付された人に対しまして、町から５千円相当の本町特産品等を贈呈す

る制度を創設されております。まだ平成２６年度の年度途中ですけれども、

現在までの状況で寄付の件数、金額等は前年に比べて増加しているのかどう

かお伺いいたします。 

  （２）としまして、この制度により贈呈される特産品等は、寄付者が選択

できるようになっていますが、その品目を申し上げますと、まず一つは長崎

和牛すき焼き用肉６００ｇであります。２つ目の品目は、長崎和牛ミニステ

ーキ用肉２２０ｇとカルビ３００ｇのセットであります。３番目の品目は、

小串トマトドレッシング、アスパラガスドレッシング及びトマト鍋スープの

セット、４つ目の品目は、期間限定ですけれども、小串トマト４ｋｇという

ことです。５つ目の品目は、町内６カ所の宿泊施設のうち、１カ所を選んで

いただいて、５千円割引をしますということでございます。ただしこれは、

この５千円割引は発行から１年以内のご利用に有効というような品目になっ

ております。私は考えますに、贈答品等の送る制度をもっと魅力あるものに

して、寄付も増え、なおかつ本町の特産品等も多く売れるようにするべきで

はないかというふうなことを考えるわけです。その制度の改善のためにはで
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すね、贈呈する特産品等の品目をまずもっと増やすこと、それと同時に２万

円以上の方に１品差し上げるというその一段階だけではなくて、２万円以上

の人には１品、４万円以上の人には２品、６万円以上の人には３品などとい

うように、段階を増やして差し上げる品目数を増やすというふうにした方が

よいと思います。そういう改善をした方がよいのではないかと思うわけです。

それと、現在は２万円に対して５千円というふうな割合なんですけれども、

もっと２万円に対して１万円とか１万５千円とか、内容を充実することも必

要ではないかと思います。このような制度の改善について、どのようにお考

えかお伺いいたします。 

  三点目ですが、そもそも論を言いますと、この制度を多くの人に利用して

もらうということによって、本町の特産品等が売れればよいのだというふう

に割り切って考えるならば、いただいた寄付金の全額相当分を贈呈するとい

うことも考えていいのではないかというふうなことを思います。この点につ

いてのお考えをお伺いいたします。 

  四点目、今言ったような観点から考えた場合には、この制度の所管課につ

いては、現在は企画財政課が所管しているわけですけれども、このふるさと

応援寄付金の制度については、町内の特産品等の生産者と普段から幅広く接

触のある産業振興課が所管する方がよいのではないかと思いますが、お考え

をお伺いいたします。なお、産業振興課は別の課に組織替えになるようであ

りますので、その担当課ということになるのではないかと思います。なお、

以上が通告したとおりの質問でありまして、通告したとおりの質問をいたし

ますが、さらに私がいろいろと、このふるさと応援寄付金について調査し、

考えてみたのですが、そういう中でふるさと応援寄付金の制度自体に疑問を

感じる点もございます。そういう意味では、今三点目に申し上げたことなど

は、そのままでよいのかなという疑問も無きにしも非ずというような点もご

ざいます。それは町長の答弁を聞いて、再質問の中で議論をしたいと思って

おります。 

  ２項目目ですが、地方創生における基本的価値観について、これは２人の

議員からご議論がありましたが、少し異なった観点から議論をしてみたいと

思います。 

  昨年成立をいたしました「まち・ひと・しごと創生法」に基づいて、町に
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おいては努力義務ですけれども、平成２７年度に「まち・ひと・しごと創生

総合戦略」を策定することになっております。この創生という言葉ですが、

私の持っている辞書には載っておりませんので、その創生という意味が、い

まいちよく分からないのですが、と言いますか、創る、生まれるというよう

に、他動詞と受動詞をくっつけた変な言葉だと思いますけれども、法律でど

のように定義されているかと言いますと、「まち・ひと・しごと創生」とい

う言葉を一つの言葉としまして、その定義は「国民一人一人が夢や希望を持

ち、潤いのある豊かな生活を安心して営むことができる地域社会の形成」「地

域社会を担う個性豊かで多様な人材の確保」及び「地域における魅力ある多

様な就業機会の創出を一体的に推進すること」というふうに定義されており

ます。非常に長い定義です。そして、なぜそういう施策を実施するのかとい

う目的としては、「わが国における急速な少子高齢化の進展に適確に対応し、

人口の減少に歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正

し、それぞれの地域で住みよい環境を確保して、将来にわたって活力ある日

本社会を維持していくため」と書かれております。非常に総花的表現で分か

りづらいのですが、それでも人口が多いことが活力あることというように読

めるわけであります。そこで、私はその基本的価値観、人口が多いことが活

力あること、しかもその基本的価値観は、これまでほとんど全国民に共通す

る価値観であったろうと思いますけれども、そういう価値観自体をこれから

考え直すことが必要なのではないかなというふうなことを考える次第でござ

います。たしかに、人がいなければ社会は成り立ちませんので、大事なのは

人口増というふうなことは、結局は人口維持ということになるのではなかと

いうふうなことも思いますけれども、今いちそこらへんを考え直してみる必

要があるのではないかと思います。そうしますとこれは、政治や行政の役割

は何なのか、あるいは今生きている私たちはどう生きていけばいいのかとい

うような、哲学的な疑問にぶちあたってくと思われますが、要は、これから

私が言いたいのは、これから町の総合戦略を考えるにあたって、本町の基本

的価値観を人口増ということではなくて、今生活している町民の暮らしの質

の向上、そういうことに置いたらどうか、すなわち今生活している町民の暮

らしの質の向上ということは、町民の安心感とか、快適感とか、充実感、そ

ういったことだと思いますし、それをもう少し詳しく言えば、安心感という
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のは、仕事や健康医療や子育てや老後や防災など、快適感というのは環境な

ど、充実感というのは心の問題だと思いますので、ボランティア活動とか文

化活動など。こういうようなことを基本的価値観に据えて、今生活している

町民がいかに活発に、しかも心豊かに幸せに生きていけるかという観点から

総合戦略を考えるべきではないかと思うものでございます。町長のお考えを

お伺いいたします。以上、２項目について質問いたします。ご答弁をよろし

くお願いいたします。 

議    長  質問の途中ですけれども、ここで休憩をして、そのあと町長の

答弁を受けたいと思います。 

（１５：５４） 

（…休  憩…） 

（１６：０５） 

議    長  休憩前に引き続き会議を開きます。 

町    長  先ほど、田口議員から２項目の質問をいただきましたので、ま

ずふるさと応援寄付金についてのご質問にお答えいたします。 

  これにつきましては、四点質問をいただいておりますが、まず一点目の特

産品の贈呈制度をスタートした平成２６年度の状況でありますが、今年１月

末時点において、本町にふるさと応援寄付金をいただいた町外の方は２５件、

金額にして８８万円という状況であります。平成２５年度一年間の実績が７

件、金額にして４０万円でありましたから、件数にして１８件の増加、金額

にして４８万円の増加であり、贈呈制度を創設したことにより一定の効果が

あったことが認められ、今後もいろんな方法によりＰＲに努めてまいりたい

と考えております。 

  次に、特産品等の品目を増やすことについては、今年に入ってから下組地

区において地元生産者で組織する長崎文旦の会から、生産している文旦、ざ

ぼん、ぽんかんなどの柑橘類について、特産品の品目に加えてもらいたいと

の申し出があり、本町における特産品として適当であると判断されましたの

で、特産品の品目として加え、ホームページやチラシにも追加を行っている

ところであり、現在６品目となっているところでございます。この特産品返

礼制度を設けるにあたっては、基本方針として次のことを掲げ制度を設けた

ものでございます。 
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  一つ目が、川棚町の特産品であり、川棚町において生産されているもので

あること。 

  二つ目が、まずは川棚町地域内の特産品に限定することとし、地元特定企

業、特定店舗の商品等の採用は見合わせること。 

  三つ目に、寄付者の希望に対し、すみやかに返礼するため、安定的かつタ

イムリーに調達、手配が可能であること。 

  したがって、特産品でありながら集荷のシステム上、他市町の商品も、あ

るいは物産も交じってしまうという理由から採用することを見送った品目も

ございます。また、生産が不安定で、寄付者の希望に適時に応じられない恐

れがあるということで採用を見送った品目もあります。このように本町特産

品として、信頼性があること、品質調達の安定性があることという要件は、

寄付者の希望に迅速に対応することはもっとも大事であるため、そうした要

件は今後も品目として採用する場合の基本にしたいと考えております。 

  次に、寄付額の段階別に品目数を増やすことについては、平成２６年度の

実績を検証して検討してまいりたいと、このように考えております。 

  もっと金額を上げるということにつきましては、このふるさと納税制度に

ついて、今年度中に３つのことが国から要請として示される予定であります

ので、ここで説明をしておきたいと思います。 

  まず一点目として、特別控除額の拡充が行われます。これは特別控除額の

増減を個人住民所得割の１割から２割に拡充するという措置であり、これに

よってふるさと納税の増収を図るというものであります。 

  二点目として、返礼品について、寄付控除の趣旨を踏まえた良識ある対応

の要請があります。これは、ふるさと納税が経済的利益の無償の供与である

こと。当該寄付金に通常の寄付金控除に加えて、特例控除が適用される制度

であることを踏まえ、豊かな地域社会の形成及び住民の福祉の増進に寄与す

るため、地方団体がふるさと納税にかかる周知、募集等の事務を適正に行う

よう総務省が地方団体に対し要請するというものであります。これによって、

具体的には返礼品の価格や、返礼品の価格の割合の表示はしないようにとい

うこと。換金性の高いプリペイドカード等や高額または寄付額に対し、返礼

割合の高い返礼品を慎むことの要請であります。本町における返礼品制度の

創設に当たっては、ほぼ同様のことが望ましいと判断し、現行の制度とした
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ものであり、したがって議員が提言されているような金額の増額、全額相当

分にするということについては考えておりません。 

  最後に、所管課は産業振興課の方がよいのではないかということでありま

したが、ふるさと納税制度の本来の趣旨、総務省が発出する予定である良識

ある対応の要請を鑑みた場合、議員が提言されている特産品が売れればよい

という方向に転換することは好ましくないと判断しておりますし、寄付によ

る財源確保と、その適正管理という見地から、現行どおり財政所管課である

企画財政課が所管することが適当であると考えております。 

  次に、地方創生における基本的価値観についてのご質問にお答えいたしま

す。先ほどの福田議員、山口議員の一般質問でもお答えしておりますが、今

回の「まち・ひと・しごと創生にかかる総合戦略」の策定は、国では高齢化

の進展に適確に対応し、人口の減少に歯止めをかけるとともに、東京圏への

人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確保し、将来

にわたって日本社会を維持していくための基本的方向などを策定するための

ものであり、市町村においても、この施策を国と一体的に進めるために、地

方版総合戦略を作成することとなっております。そして、先ほど山口議員の

質問でもお答えしましたが、国が示した基本目標としては、地方における安

定した雇用を創出する。地方へ新しい流れを作る。若い世代の結婚、出産、

子育てへの希望を叶える。時代に合った地域を作り、安心な暮らしを守ると

ともに、地域と地域を連携する。であり、これらに対応するものを市町村の

地域課題に基づく適切な目標を策定し、その実現達成のためのそれぞれの施

策を盛り込み実施をしていくこととあります。そもそも、この地方創生が叫

ばれてきた背景には、日本ではすでに人口減少の局面に入っており、このま

ま東京一極集中が進み、若い世代が出生率の極めて低い都市圏へ流出するこ

とになると、さらなる人口減少につながります。また、都市圏への人口流出

による地方の人口減少は、地域経済の縮小を呼び、その縮小が人口減少を加

速化させ、その結果、地方は疲弊していき、さらには日本全体が衰退してい

くことが懸念されております。そのようなことから、都市圏から地方へ人口

を移転させ、日本全体の出生率を上げることで元気な日本を維持していこう

と、そういった考えでありますし、それを実行するためには、国も地方も同

じ目的を共有し対応していくことが必要になります。その方法として、地方
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に人を呼び、仕事を作り、安全で安心な生活が営まれる環境を整備すること

が必要とされたもので、その目的を達成するために地方の実情に応じた戦略

を立て、実際の政策を立案するものでございます。町においても、今回の地

方創生の基本的な目的は、人口を増やすこと、増やすことができないまでで

も、人口減少を最小限にとどめることを目的とするものであり、その目的に

近づくために取組む施策としては、当然、直接的な企業誘致や大型の商業施

設など、働く場所の誘致だけでなく、地元で安心して子供を産み、子育てが

できる環境の整備などや、そこに住みたいと思うような医療の充実、文化の

充実などの施策を考え、戦略に盛り込んでいくことが重要だと考えられてお

ります。これから国の総合戦略、県の総合戦略を勘案しながら、町の総合戦

略を立てていくことになりますので、今回、具体的な数値による政策管理、

評価を求められる中、非常に概念的な事項での計画をどういった内容で盛り

込んでいくか、政策を策定していくうえで十分検討する必要があると考えて

おります。以上、答弁とさせていただきます。 

１ ２ 番 田 口        それでは、ふるさと応援寄付金について、さらにやや突っ込ん

で質問をいたします。 

  先ほど私が少し問題意識があるということを申し上げましたが、それにつ

いてはただいま説明がありました国から方針が示されたという中に、ある程

度答えが出ているようなこともあるようでございますので、そこらへんを私

の考えを申し上げますが、このふるさと応援寄付金について、単純にお金と

物とのやり取り、すなわち売買という観点から考えてみたらどうなのかとい

うふうなことを思ったわけです。と言いますのは、平戸市などは昨年は全国

１位、１２億円あまりの寄付金を集めたということなんですけれども、それ

は全国の人が平戸市が魅力があるから平戸市に寄付をしたいというよりも、

お返しの品がよいから寄付をしたということだろうと思うんです。そういう

ように、お金と物とのやり取り、すなわち売買という要素があったのではな

いかと思います。そうした場合に、現在、川棚町が２万円の人に５千円の品

を送りますとなっていますけど、逆に言うと５千円の品を２万円で売ってい

るということですからね、これは買う側にとっては魅力はないということに

なるわけです。さらに言えば、本当に５千円の品かなと、３千円ぐらいじゃ

ないかなという感じもするんですけれどもね、送料を入れれば５千円という
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ことぐらいかなと思います。そういう意味で、お金を出す側は魅力がないん

だから、それなら一層、２万円で２万円の品物を買ってもらったらどうかと、

結局そのお金は町内の業者に落ちるわけだから、町はその業者からの住民税

というかたちで一部戻ってくるという考えでよいのではないかという意味で

先ほどは質問をしたわけであります。しかしですね、私が問題があると言っ

たのはですね、こういうことなんです。寄付金控除のことなんです。川棚町

民が平成２５年度、先ほど２５年度は４０万円の収入、町内を入れるともっ

とあると思うんですが、２５年度は４０万円の寄付をもらったということで

す。逆に２５年度に川棚町民がよそに対してどのぐらいの寄付をしたのかと

いうことを考えますと、実はこれは、町に対する寄付も含んでいるんですが、

全部町外と考えて議論をしたいと思いますが、２５年度にどのぐらい寄付を

したのかは１２件で８２万３,７５０円なんです。これによって川棚町民税の

その住民が町民税の控除を受けた額が２８万４,０３０円です。町民税の控除

が２８万４,０３０円ということになっておりまして、寄付額の３４．５％を

町が負担しているということになるわけです。こういった控除額の割合は人

によって差がありますけれども、もう一回言います。川棚町民がよそに寄付

した金額が８２万３,７５０円、これによって川棚町の町民税を控除を受けた

額が２８万４,０３０円、すなわち寄付額に対して３４．５％が控除を受けて

いるということになるわけなんです。すなわちその人が寄付したその金額の

３４．５％は町が負担している。実は県民税の控除もありますので、県民税

の控除額は１８万９,３５４円で、２３％の額です。寄付した額の。合計する

と寄付した額の５７．５％を町民税と県民税で負担をしているということに

なるわけなんです。したがいまして、これは人によって差がありますが、一

番大きな割合の人は、３万６千円の寄付をいたしておりますが、町民税で１

万８,３１８円の控除を受けています。県民税で１万２,２１２円の控除を受

けています。すなわち寄付額に対する町民控除額の割合は５１％、県民税控

除額の割合は３４％、合計８４％の割合なわけです。これに所得税の寄付金

控除を入れるとすれば、仮に所得税の税率が１０％だったとした場合、この

人は３万６千円の寄付をしたけれども、そのうちの９５％は国県町の負担だ

ったということになるわけなんです。お礼がもし３万６千円を寄付した人が

全額相当分の品物をお礼の形で受け取っているとすれば、その人の３万６千
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円の買い物を国県町で負担したということになりますし、お礼がまったくな

い純粋な寄付だったとしても、実はふるさと応援寄付金のかたちで本町のお

金がほかの市町村に流れていったと、こういうことになるわけなんです。実

は、ふるさと応援寄付金が最近注目されているというのも、こういうように

本人の負担が小さいということも一要因であるというふうに私は思います。

さっき２万円で５千円の品は高すぎるんじゃないかと言いましたけれども、

実質的にその人が９５％もの控除を受けるとすれば、その人は２千円で５千

円の品物をもらうということになるんでですね、非常に有利ということもあ

るわけです。ですので私は、この制度がお礼の品などがあまりにも華美にな

ってエスカレートするのは問題ありじゃないかというふうなことを考えるわ

けなんです。そういう意味で私が申し上げたのは、私は全額贈呈でもいいん

じゃないかとは思っておりますけれども、そのあまりにもエスカレートさせ

るという趣旨で、あまり適当でないんじゃないかというふうなことを思った

次第でございます。この税制の仕組みをどうすればいいのか、私はその控除

を１０％から２０％に上げると言いましたけれども、それは逆じゃないかと。

むしろ控除の率を減らす方がいいんじゃないかというふうなことを思うわけ

です。そうしないと、よりエスカレートしてしまうし、何か寄付金のかたち

で自治体同士がお金を取りあっているような状況になっているように思うん

で、私は本来の制度の趣旨ですね、自分が応援したい自治体に寄付をすると

いう本来の趣旨で運用がなされるよう税制とか、考えられるべきじゃないか

と思います。しかし、税制をどうすればいいのかというふうなことを。 

議    長  田口議員、町長に対しての質問です。 

１ ２ 番 田 口        それでね、今問題点を言っているんです。税制の問題もありま

すが、この制度がエスカレートしていった場合には、本町の町民がほかに寄

付する金額が大きくなっていった場合には、控除額の方が入ってくる金額よ

りも大きくなるという、赤字になるという金額もあり得るわけです。このお

返しをどうするかというのは先ほど言いましたように、各自治体の考えなの

で、どのようにすればいいのか、規制をすればいいのかって、なかなか難し

い問題なんですけれどもね、だから趣旨に沿った運用をということで、国も

そういう指示を出してきたんだと思うんですが、そういうようにエスカレー

トすれば、かえって赤字にあるということなんで、これは決して甘い考えで
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対処するわけにはいかないというふうなことを思うわけです。だから全額品

物で返したらどうかという議論も先ほどしたわけなんですよ。そういう諸々

問題ある制度についてですね、どのように考えられるのかというのを、基本

的にどのようにお考えかということをお聞きしたいと思います。 

町    長  お答えいたします。まず、このふるさと納税制度が創設された

背景には、地方の財源の確保を図ろうということが目的で、税制としてまず

採用をされております。それはどうしてかと言いますと、地方の若者が都会

に流出して、そして都会で稼いで、都会に税金を払うということで、税収が

都会の方に偏ってしまうわけです。これを何とか地方に還元できないかとい

うことで、このふるさと納税制度が創設されております。例えば、２万円東

京に住む若者が２万円川棚町に寄付をいたしますと、東京都の都民税が１万

８千円減額になります。そして現在、川棚町では２万円寄付された方に対し

ては、５千円相当の品をお返しをしておりますので、プラスマイナス３千円

のメリットが寄付をされた方にはございます。そういった制度を利用して、

今例えば平戸市では返礼品制度を設けております。そもそも一番の原点に返

りますと、返礼品制度を想定しての制度構築ではなかったものですから、や

や今当時制度を創設した趣旨と若干違ったような展開になってきておりまし

て、そういったことからこの返礼品制度が華美にならないようにということ

で、このたび総務省から要請があるというふうに情報が入ってきております。

したがいまして、そういったことを考えますと、今の川棚町の制度は、より

当初の目的に沿った制度構築ができているんじゃないかと、このように一定

の評価はいたしております。以上でございます。 

１ ２ 番 田 口        基本姿勢は、あまり華美にならないようにと、ただそれでもで

きるだけこの都会に出て行った人たちにも、川棚町にご協力をお願いしたい

という協力は強くして行ってもらう必要があるというふうなことを考えるわ

けでございます。 

  それで本来の趣旨に沿った運用がなされているというようなことで、よか

ろうと思いますけれども、それで参考までに聞きたいのですが、この寄付を

するときには、寄付の目的がですね、スポーツの振興に資するとか人材育成

とか、魅力ある観光地とか、地域福祉の向上、そういったような用途に使わ

せていただきますというふうなことでなっておりまして、寄付をするときに
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教育に使ってくれとか、福祉に使ってくれとかいうようなかたちで寄付がな

されているものと思います。ある部分はですね。そういったものは実際にそ

のような運用がなされているんでしょうか。予算に反映されているのでしょ

うか。例えば、教育のために１万円を使ってくださいと言って１万円の寄付

があった場合に、教育委員会の予算が１万円増えるとか、そういうふうなか

たちになっているのでしょうか。 

町    長  お答えいたします。ふるさと納税制度に限らず、それを含めて

平成２７年１月末現在で川棚町に寄付金として寄付された金額は２３２万４

千円総額でございます。その皆さん方が寄付をされるときには、今議員がお

っしゃったように、目的を告げて寄付をなさいます。観光振興に使ってくれ

とか、あるいはなんでもいいですよとか、いわゆる町長任せ、そういったも

のもあります。あるいは図書室の図書の購入についてとか、そういったこと

で寄付の申し出があります。そういったことで、基金に例えば人づくり文化

スポーツ基金に繰り入れをしたり、川棚町奨学資金貸付基金に繰り入れをし

たり、できるだけ寄付者の要望に応じた活用をいたしているところでありま

す。以上でございます。 

１ ２ 番 田 口        寄付の目的に沿った対応がなされているというふうに理解いた

します。 

  それで、先ほど文旦については対象品目に入れるというご答弁がございま

したけれども、先ほど言いましたように、寄付の金額に応じてですね、差し

上げる品目を、あまり華美にならないようにという前提はありますが、非常

に大きな額の時に、例えば２万円と１０万円、あるいは２万円と３０万円で

同じ品というのはどうかなというふうなことも思われますので、少し段階を

付けて２万円以上、あるいは１０万円以上とかですね、段階を付けて品目を

増やすなり、品物の価値を上げるなりというふうな、そういうようなやり方

をされた方がいいのではないかと思いますが、そういう点についてはどうで

しょうか。 

町    長  今あの、寄付をしていただいた方に返礼品としてどういうもの

を求めますかというふうに問いましたところ、ほとんどが長崎和牛セットで

ございます。できれば、町といたしましては、町の特産品全て均等にとまで

はいきませんけれども、いろんなものを返礼できればと、こういう願いもご
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ざいます。そういう中で、今田口議員がおっしゃるように一口で５千円、二

口では１万円というような口数に応じて返礼品を増やすということにつきま

しては、私といたしましては、ぜひ採用したいと、このように現時点では思

っております。そうしますと、和牛に限らず、みかんであったり、トマトで

あったりということで、２点目、３点目を選んでいただけますので、そう思

っておりますが、先ほど言いましたように、国からの要請が３月末時点であ

るそうでございますので、その要請の内容を見てから詳細については検討し

てまいりたいと、このように考えております。以上でございます。 

１ ２ 番 田 口        本町の特産品のＰＲにもなるという意味は、この寄付金にもあ

りうると思いますので、そういうように、なるだけ一品目に偏らないような

結果になるような方法をご検討いただきたいと思います。 

  それでは、この総合戦略についてはですね、漠然としたことを申し上げた

わけですけれども、要するに基本的にどう考えるかですけれども、町内の全

ての施策を人口減少対策というふうな、人口維持対策、そういうような発想

のもとですべての施策を考えるのはどうなのかというふうなことを疑問に思

ってですね、問題提起の意味で先ほど質問をしたわけであります。現状は、

このような若者もおり、年寄りもおりという現状はそういう町ですが、例え

ば現状を離れて考えた場合に、要するにどういう町であるべきかということ

についてですね、完全に年寄りばかりの町でもよいのではないかということ

すら考えられるし、私らみたいな貧乏年寄りじゃなくて、大金持ちの年寄り

だけが集まっている町ならば、それなりに元気のある金持ちの町になるんじ

ゃないかというふうなことも考えられますし、要は、どういう町にしていき

たいのかという、基本的な発想があって、いろんな施策が出てくるんじゃな

いかと思うわけなんです。そういう意味で、まちづくりの基本方針というか、

基本的考え方、そこらへんについての町長の思っておられることをお聞きし

たいと思っております。 

町    長  お答えいたします。今回は、国がすべて財源を持って、国と県

と町と一緒になって地方創生を図るんだということでございます。そして、

地方創生の創生は、よく意味が分からないという田口議員の発言もありまし

たが、私もよく分かりません。これについては、ヒントになるのはですね、

石破創生大臣が今回の創生事業は、日本を再生するのではないと、日本を創
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生するんだという発言がありまして、この言葉に何かヒントがあるのではな

いかというふうに思いますのでご紹介いたします。そして、この総合戦略を

作成、実施していくにあたりましては、議員がご提言のようなことが考えら

れるわけでございますけれども、当初言いましたように、国の基本目標とし

て４つのことが掲げてありますので、これに沿ってやっぱり策定をしていか

なければというのが町の姿勢であります。そして、こういったことが達成さ

れていくことによって、議員がおっしゃっているようなことも達成されてい

くのではないかと、このようにも思いますので、いかがでしょうかというの

もおかしいですが、そう思っております。 

１ ２ 番 田 口        なかなか難しいんですけれども、先ほど山口議員の質問の中に

も、この将来の２０年後、３０年後を見つめて中高校生とか若い人を入れて、

そういう人たちに町の在り方なんかを考えてもらうのが良いんではないかと

いう質問もありましたが、私もまったく、それは同じような気持ちでおりま

す。結局ですね、今の私たちがなぜ生きていくかという、なぜ私たちがどう

生きていくかという哲学的な疑問と先ほど言いましたけれども、結局、私た

ちの、こういう高齢になった者たちの役目としては、若い人たちに、この町

を、この社会をよい形で引き継いでいくというのがですね、私たちの老人の

生きる意味かなというふうなことを、良いかたちで若い人たちに引き継ぐと

いうのが、私たちの生きている意味かなと考える次第でありますので、そう

いう高齢者の考えなども入れ込んだ総合戦略というものにしていただきたい

と思います。という意見を述べて終わります。 

（１６：４０） 

議    長  次に、小谷龍一郎議員。 

９ 番 小 谷        議席番号９番、小谷龍一郎です。通告文にしたがい大崎自然公

園交流広場の活用及びスポーツ振興について質問いたします。 

  昨年１０月に開催された長崎がんばらんば国体におきまして、本町ではホ

ッケー少年の部の会場として取組まれ、多数の観戦客にも来町いただき、成

功裏に終了したものと思われます。このことによりまして、本町でのホッケ

ーという競技の認知度は以前に比べると浸透したのではないかと感じており

ます。大崎公園には、人工芝で整備された大崎自然公園交流広場があり、本

格的なホッケーグラウンドとしての活用も期待できます。競技施設の整備や
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国体の開催により、ホッケー競技の指導者の方達の意欲も高まっており、今

後、若年層からの選手の育成を図り、全国大会などへの出場の可能性を広げ

ていけるのではないかと思われます。 

  子どものことから大きな大会での経験を積むことにより、スポーツ選手と

しての可能性はもちろんですが、そのほかの面でも将来の自信や目標につな

がり、高校、大学への進学や、社会人としての就職の際に大きなアピールポ

イントとして役に立っていくのではないでしょうか。 

  国体終了後の大崎自然公園交流広場の活用を含めて、以下の三点を質問い

たします。 

  ①ホッケー競技を本町の推進競技として取り入れる考えはないか。 

  ②現在、ホッケーやサッカー、フットサル、グラウンドゴルフなどで活用

されている大崎自然公園交流広場に、本格的なスポーツ施設としてシャワー

室や更衣室、備品倉庫などを整備する考えはないか。 

  ③施設利用料について、町内スポーツ団体などの利用の際に、割引や無料

にするなどの優遇措置によってスポーツ振興を支援していく考えはないか。

以上で、壇上からの質問を終わります。 

町    長  小谷議員からの大崎公園交流広場の活用及びスポーツ振興に

ついてのご質問にお答えいたします。 

  先ほどの毛利議員の質問にもお答えいましたが、国体の開催の目的の一つ

には、ホッケーでのまちづくり、いわゆる国体で整備した大崎自然公園交流

広場を利用し、ホッケー競技をメインにおいたスポーツ合宿の誘致による交

流人口拡大を考えており、国体終了後も国体を契機に、町民に認知されたホ

ッケー競技の振興を行っていき、さらなる積極的な利用を検討していかなけ

ればならないと、このように考えているところでございます。そこで、引き

続きホッケー競技に関しては、川棚町ホッケー協会並びに長崎県ホッケー協

会と連携を図りながら、積極的な振興を図ってまいります。 

  小谷議員がおっしゃる推進競技という概念が、どの程度の振興を考えてお

られるかは判断しかねるところではありますが、本格的なホッケー競技は、

ある程度習熟した技術と専門的な道具と、競技自体が危ないこともあり、そ

うそう簡単に取りかかれるスポーツではないと思われます。しかしながら、

現在、幅広い年齢層でも行えるユニバーサルホッケーや、ソフトホッケーな



- 84 - 

ど、ホッケーの入門編というようなゲームも普及し始めておりますので、そ

ういったゲームの普及による若年層から老年層までの広い世代にわたる競技

人口の拡大を図っていきたいと考えております。さらに、スポーツに関心を

持ち、実際行うことで健康増進につながることも期待されることから、さら

に競技団体との連携を密にして進行していかなければと思っております。 

  ２番目の質問についてでありますが、確かに本格的なスポーツ施設として

は、まだ十分ではなく、大崎自然公園交流広場を単体の施設として考えた時、

議員ご指摘のようにシャワー室、更衣室、トイレ、ミーティングルームなど、

不十分な状態にあることは十分理解をいたしております。しかしながら、こ

の施設は、周辺施設のくじゃく荘、しおさいの湯との連携を図ることで、こ

の地に建設された経緯もありますので、周辺の施設を連動した共用できる施

設については、共有を図り、どうしても不足する施設については、今後、財

政状況を見ながら判断していきたいと、このように考えております。 

  ３番目のご質問に関しては、先ほどホッケー競技については、毛利議員に

お答えしましたが、その他の町内スポーツ団体の利用に関しても同様に対応

していきたいと考えております。対応内容については、毛利議員のご質問に

お答えしたとおりであります。以上、答弁とさせていただきます。 

９ 番 小 谷        ただいま答弁をいただきましたので、再質問をさせていただき

ます。まず、①に関しまして推進競技という部分ですが、その部分がどのよ

うな程度かということで言われましたので、私が考えておりますのは、一応、

ホッケーが盛んな地域として有名なところが、岩手県があるんですけれども、

岩手県を例にとりますと、この岩手県もですね、１９７０年に開催された岩

手国体をきっかけにホッケーが盛んになったということで紹介されておりま

す。こちらの方ではですね、ホッケーを町の競技として町技と指定しまして、

小学生から年配の方まで幅広く取り組まれているということで紹介されてい

るんですけれども、これとまったく同じように、本町も昨年、この国体でホ

ッケーが開催されたわけですし、日本ホッケー協会から公認証をもらってい

るような人工芝の競技場を要は町内に整備されたわけでございますので、こ

れは今がチャンスじゃないかと思いまして、推進競技としてホッケーを指定

してはどうかということで考えております。その点に関して町長のお考えは

どうでしょうか。 
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町    長  お答えいたします。ホッケー競技を町の町技として指定をした

らどうかということで、今ご提言がありましたけれども、これまでスポーツ

の競技を町で町技として指定する、そういった制度は設けておりません。し

たがいましてそれがどういう意義をもたらすのか、そういった制度が岩手県

にあるとすれば、そういったものを参考にしてみたいと、このように考えて

おります。 

９ 番 小 谷        参考にしていただけるということで、またちょっと違った点か

らなんですけれども、小中学生からですね、若年層からホッケーを普及して

いければどうかというところなんですけれども、長崎県内で高校でホッケー

クラブですね、部活で行っておられるところが、地元の川棚高校と佐世保の

佐世保工業、佐世保東翔高校、その３校なんですけれども、実際中学校で部

活動でやっているところは少ないと思いますので、今の機会にですね、中学

生、小学生からホッケーに取組むことによりまして、高校受験の際とかの道

が、新たに選択肢が作っていけるんじゃないかということで、推進できれば

と思っておりますが、環境としまして、地元にあります川棚高校のホッケー

部もありますし、今実際取り組まれておられるのが、クラブチームの方や川

高のホッケー部のＯＢの方達がですね、毛利議員も言われましたように、ホ

ッケー教室やジュニアチームなどの育成に励んでおられますけれども、中学

校で部活動として活動することによりまして、中学校の最後の大会、中体連

ですね、外部のチームで活動されていた場合ですね、中体連とかに出ること

が、登録ができないということで聞いておりますし、高校などの受験の際、

内申書とかですね、そういうところに期待する場合、できれば中学校での部

活として取組みができれば、1 つの項目として残せるんじゃないかと思いま

して、中学校での部活動の推進など、本町の方で推進していけないかという

ことで考えておりますが、その点に関して町長のお考えをお聞かせください。 

町    長  お答えします。ホッケー競技を盛んにするためには、議員が今

おっしゃるようにジュニア層からの育成が大事だということは、これは認識

をいたしております。したがいまして、これまでも川棚町ホッケー協会にお

願いいたしまして、ジュニア層の育成のための教室を開いたりしてきている

わけでございます。まず、この事業を、さらに進めていただきたいというの

がまず一点でございます。 
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  それから、今具体的に中学校の部活等で取組みができないかというご提言

がありましたけれども、これにつきましては中学校での部活動がどのような

かたちでなされているのか、これは教育長が存じ上げておれば、それが果た

してできるのかどうか、後で答弁をいただきたいと思います。 

  私といたしましては、中学校で部活動として採用していただければ、さら

に底辺が広がるのではないかというふうに期待はいたしております。以上で

ございます。 

教 育 長        今この場で中学校の部活動としてやりますという答弁はできに

くいですね。中学校の方で、ここらあたりがどうなのかというのは研究して

みたいと思いますが、一番のネックは議員がおっしゃいましたように、中体

連、そこらあたりの参加ができませんよね、川中だけでございますので。子

ども達にとってそれが良いことなのかという面からも検討しないといけない

ので、これについては検討していきたいというふうに思います。以上です。 

９ 番 小 谷        検討していただけるという答弁だと受け取って、次に入りたい

と思うんですけれども、ホッケーの競技自体、競技人口的にはサッカーやバ

レーなどには劣っているんですけれども、オリンピックの正式種目にもなっ

ておりまして、世界的に見ますと結構取り組まれている地域が多いみたいで

して、もしかしたら将来、本町からオリンピック選手が輩出されるという可

能性も秘めているということもありますし、環境的に本町はホッケーに関し

ては整備されて、良い環境が出来上がっていると思いますので、近隣の町で

はまねできない部分で、特化した部分で外に対してもアピールできるポイン

トじゃないかと思います。この４０数年に１回回ってきたチャンスですんで、

これを機に推進していただけるよう期待をしまして、二点目の施設の整備に

ついてなんですけれども、答弁の方で財政状況見ながらということで答弁で

したが、私もそこらへんは考えておりまして、ただもし検討されるのであれ

ば、今使われている、あそこの交流広場を主に使われているのが、フットサ

ルやサッカーも使われているということで聞いておりますので、ホッケーに

しましてもサッカーにしましても１１人対１１人でする競技ですので、更衣

室を作るとしてちっちゃい更衣室では納まりきれないと思いますので、そこ

らへんも考慮して検討していただければと思います。 

  そのまま３番に行くんですけれども、施設の利用料としまして、指定管理
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者との検討になるということですけれども、毛利議員の方からはホッケーに

関してでしたが、私の方からは町内のスポーツ団体全体ということでなんで

すが、利用者の方からですね、ちょっとよく耳にするのがですね、グラウン

ドの利用料自体は免除があっててですね、半額になったりして安くなってい

るみたいんですけれども、実際あそこでフットサルとかをされている方なん

かは、昼間仕事をされている方、一般の方が主でして、ナイターを使っての

練習が多いということで、ナイター設備の利用料に関しては減免措置が適用

外ということで、普通の料金で払っているということで、それがちょっとき

ついというか、高いとまでは言わないけれども、あそこが安くなればなとい

うことで話を聞いておりますので、ナイター設備の利用料まで、減免の対象

としてされる、検討される考えはあられますでしょうか。 

町    長  先ほど施設利用については、今後、観光協会と協議をしていき

ますという答弁をいたしております。このナイター使用料についても、一つ

の施設の利用料だろうと思いますますので、その中に含めて検討したいと思

います。基本的には、電気料相当分を利用者に負担してもらうというのが基

本でありますけれども、その基本をあまり逸脱しない程度で検討してみたい

と思います。以上でございます。 

９ 番 小 谷        ある程度再質問をしたんですけれども、最後にですね、1 つの

アイディアとして聞いていただきたいんですけれども、今の減免措置の件で

すが、財政的にやはり厳しいということもあるでしょうし、電気代相当分を

支払うというのも理解できます。そこでですね、ただ割り引くのではなくて、

今の優遇措置の条件としまして、年間会費という登録制をとられているよう

ですけれども、それとは別に、例えばナイター設備の減免に関しまして、例

えばスポーツ団体の方などの町内のイベントなどへの参加や、ボランティア

活動などを条件につきまして減免措置をするなどの措置を行ってはどうかと

いうアイディアがありまして、これをすることによりまして、町内のイベン

トの活性化であったり、そのスポーツ団体への加入ですね、加入者の増加や

募集ですね、そういう活動が行われるんじゃないかと思いまして提案したい

んですけれども、こういうことも検討の一つとしていれていただけないでし

ょうか。 

町    長  今提案をいただきましたが、目的をどこに置くのか。制度の構
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築が非常に難しと思います。以上です。 

９ 番 小 谷        終わります。 

（１７：０１） 

議    長  通告者の質問が終了しましたので、これで一般質問を終わりま

す。 

  以上を持ちまして、本日の日程は全部終了いたしました。 

  本日はこれに散会といたします。ご起立願います。お疲れ様でした。 

（１７：０２） 
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